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第 1章 緒言 

 

1）はじめに 

森林は人間活動の資源獲得の場であり、人間の生産活動と密接に関わった場所で

ある。資源、エネルギー、食糧生産の転換によって、森林への人の影響も変化する。

森林の変動は、人間活動と植生との相互作用を反映している。わが国のように人口

密度の高い国では「人跡未踏の森林」は存在しないと言っても過言ではなく、多く

の森林に人間活動の影響がある。定常状態を維持している森林はなく、常に全ての

動植物や土壌を含む環境因子が動き続けている。 

 

2）竹林面積の拡大 

日本では筍や竹材の生産のため竹が植栽された。しかし、農山村の人口減少や輸

入品の需要の増加などの社会情勢を受けて農林地が放棄され（Dura and Hiura 2006, 

Tanaka et al. 2011）、現在では、管理されていない 2 次林、人工林、放棄畑に竹

が侵入している（鳥居 2003, 西川ら 2005）。1980 年から 2007 年までの日本の竹

林の総面積の推移を図 1-1 に示した。竹林面積は 1980 年は 141,000ha、2007 年は

159,000haと 27年間で 18,000ha増加した（農林水産省経済局統計情報部編 1985, 

農林水産省大臣官房統計部編 2009）。鳥居・井鷺（1997）は、西日本に対して、今

後も竹林の生育面積は拡大し、竹林はある程度安定して存続すると予想している。 

 

3）モウソウチクとマダケ 

国内の竹林はモウソウチクやマダケで構成されることが多い（奥田ら 2008）。両

者は、最低気温が－10℃以下のところでは生育が困難となる（宮脇 1977）。強風は、

稈を折るなど機械的な障害を与え、蒸散を過大にして制約要因になる（沼田・岩瀬 

2002）。積雪も生育にはプラスに作用せず、日本海側の豪雪地帯には良竹は育たな
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い。タケは水分要求が大きく、良竹の産地は雨量が 1,500mm以上ある。また、表土

の厚さによっても生育は左右される。一般的に、良竹の産地は表土が厚く、排水が

良く、雨が多くて風当たりが弱く、あまり低温ではない。 

モウソウチクは 1700 年代に中国から導入された種であり（鈴木 1978）、マダケ

には両説あるが、自生種とする学者が多い（上田 1985）。両者ともイネ科タケ属に

属し、高さは 10～20ｍ程に達する（上田 1975）。タケは通常、無性生殖を行う。

毎年、地下茎を伸張させ、満 1 年以上の地下茎から筍を発生させる（内村 2004）。

地下茎の寿命は 10年ほどである（上田 1981）。栄養繁殖した稈の成長は著しく 50

～60日（内村 2007）で成長を終え、その後 10年ほど最高で 20年生存するが（内

村 1974, 上田 1981）。形成層（分裂組織）がないために年を経ても太らず、また

伸長もしない（上田 1985, 内村 2007）。タケの開花は数十年もしくはそれ以上の

期間を経て突発的に起こる。モウソウチクでは単稈もしくは小面積での開花が見ら

れ、開花した部分の稈と地下茎が全て枯死する（内村 2004）。マダケでは大面積が

一度に開花する一斉開花と、特定の面積が数年かかって開花する部分開花とがある。

いずれの場合も地上部は開花後に枯死するが、地下茎は一斉開花の場合は稈より 1

年長く、また部分開花では数年長く生存する。タケは開花したとしても発芽力のあ

る種子が結実することは稀である（内村 1974）。モウソウチクに関しては地域的な

生育面積の増加が報告されている（鳥居・井鷺  1997, Isagi and Torii 1998, 西

川ら 2005, 片野田 2006, 林・山田 2008）。一方、マダケに関しては面積を増加さ

せている報告は見当たらない。昭和 30～40年（1955～1965年）にかけて日本中の

マダケが開花枯死した。その際、肥沃地は畑などへの転用が進んだ。マダケは生育

面積を拡大させるどころかマダケ自体の生育面積を減らした（室井 1995）。 

 

4）植物生育に対するケイ素 

 植物の生育に不可欠で欠乏すると生育が抑制され、あるいは停止する元素は必須

元素と呼ばれ、多量元素として N, P, K, Ca, Mg, C, H, O、微量元素として Fe, Mn, 
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Cu, Zn, Mo, Cl, Niの 16元素が必須元素と認められている（日本土壌肥料学会 2002）。

ケイ素はイネなど特定の植物の生育に対してプラスに作用するが、全ての植物に対

して必須ではないため、有用元素の一つに位置づけられている。 

植物はケイ素をオルトケイ酸（H4SiO4）の形で吸収する（Epstein 1999）。水溶性

ケイ酸（H4SiO4）は土壌中に普遍的に存在し、容易に植物に吸収されるため、ケイ

素は土壌に根を下ろしている全ての植物に含まれる（Ma and Takahashi 2002）。植

物体中のケイ素含有率は種によって異なる(Epstein 1999, Ma and Takahashi 2002)。

高橋ら（1976a,b,c,1981a,b,c）は、175 種の植物の無機成分の分析を行った。そ

して植物をケイ素含有量とケイ素・カルシウムモル比によりケイ素集積性のある植

物（Si含有率 > 1.0 ％、Si/Ca 比 > 1.0 ％）,ケイ素排除性のある植物（Si含有

率 < 0.5％、Si/Ca比< 0.5％）、両者の中間型植物に分類した（Si含有率 0.5-1.0％、

Si/Ca 比  0.5-1.0％）(Ma and Takahashi 2002)。（本論文ではケイ素集積性のあ

る植物をケイ素集積植物もしくはケイ酸集積植物、ケイ素排除性のある植物および

中間型植物を非ケイ酸集積植物と呼ぶ。）分析を行った 175種のうち 42種がケイ酸

集積植物だった。これらの植物界における分布を見ると、蘚苔植物が 2/2、羊歯植

物が 10/14、裸子植物 0/12、被子植物の双子葉類 8/85、単子葉類 22/52 であった。

単子葉類のケイ酸集積植物はイネ科とカヤツリグサ科に集中していた。進化の過程

を考慮に入れてケイ酸集積植物を見ると、初期の陸上植物である蘚苔植物、羊歯植

物の一部には、ケイ酸集積性があり、羊歯植物のシダからケイ酸集積性が失われ始

め、裸子植物、被子植物へと進化していったが、カヤツリグサ科やイネ科に至って

再びケイ酸集積性が現れた。すなわち、進化の過程で陸地の主要成分であるケイ酸

から離れる方向に進んだが、被子植物の進化した位置にあるカヤツリグサ科やイネ

科では再びケイ酸集積性が現れた。それぞれのケイ素含有率の平均値は、蘚苔植物

（2種）で 3.46％、羊歯植物（45種）で 1.66％、裸子植物（12種）で 0.13％、双

子葉（85 種）で 0.29％、カヤツリグサ科（9 種）で 1.70％、イネ科（211 種）で

4.73％だった。測定したイネ科植物は全てがケイ素集積植物だった（高橋 1987）。
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ケイ酸のイネに対する有用性として、水分ストレスの緩和、葉面積の増大、生育の

増大、穀実収量の増大、病害虫に対する耐性の向上といったものが指摘されている

（高橋 2007）。 

 

5）本研究について 

タケはケイ酸含有率が高い植物であり、土壌から積極的にケイ酸を吸収する（高

橋ら 1981b）。タケは吸収したケイ酸の多くを葉に蓄積させる。葉は生産と脱落を

繰り返すため、竹林生態系では他の樹種が優占する生態系と比較して植生によるケ

イ酸の吸収と還元が大きいことが予測された。これまでに竹林のケイ酸の吸収と還

元（物質循環）に焦点を当てた研究は見当たらない。そこで本研究では竹林とタケ

以外の樹種が優占していた森林（森林）が隣接していた場所にプロットを設置し、

土壌、植物体そして落葉落枝（リター）に含まれるケイ酸を約 1～3 年に渡り測定

し、森林と比較することで竹林のケイ酸循環の特性を明らかにすることを中心とし

て調査を行った。 

本論文は以下 2～4章からなり、それぞれのタイトルと内容は以下の通りである。 

2章「竹林のケイ酸を中心としたリターと土壌の性質およびその継時的変動」で

は、竹林のリターのケイ酸含有率や含有量及び表層土壌の可給態ケイ酸含有率が森

林と比較して有意差があることを明らかにした。またリターの量が年により変動す

る可能性を示唆した。 

3章「竹林のケイ酸循環」では、竹林のリターのケイ酸含有量は先行研究と比較

して最も高い値であったことを示した。さらに、竹林では土壌鉱物の風化に伴った

ケイ酸の土壌溶液への放出が大きい故に竹林の植生のケイ酸の吸収と還元が高い

可能性を考えた。 

4章「総合考察」では、本研究に関連して議論されていることに触れた。植物に

吸収されたケイ酸は凝集されて非晶質ケイ酸粒子、プラントオパールとなる。プラ

ントオパールは長期間残存する性質を利用して考古学等の分野で用いられている
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一方で、1年程度で溶解したことを示した報告もある。本章ではこの矛盾に触れる。

また、ケイ酸は大気中 CO2の吸収に影響を与える。本章では竹林が大気中 CO2の吸

収に影響を与える可能性を議論した。本章では長いタイムスケールを含ませて議論

を行った。 

なお、補遺に千葉県君津市にて行われた山砂採取跡地での植生回復を目指した試

験結果を載せた。 
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図 1-1 1980 年から 2007 年までの国内の竹林面積の推移（農林水産省経済局統計情報部

編 1985, 農林水産省大臣官房統計部編 2009） 
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第 2章 竹林のケイ酸を中心としたリターと土壌の性質およびその継時的変動 

 

2-1 背景および目的 

1）竹林の特性を調査した先行研究 

竹林の特性を調査した研究はそれほど存在しない。Isagi and Torii（1998）は

タケ密度の高い林分と低い林分を比較し、タケ密度の高い林分では種の多様性が低

かったことを報告している。また酒井・只木（1997）は２次林との比較でモウソウ

チク林とマダケ林の林内雨と樹冠流は、pH、K+、Cl-が高いことを報告し、Tanaka et 

al.（2011）ヒノキ林との比較でモウソウチク林の樹冠流と土壌溶液の K+、Ca2+、

Cl-、SO4
2-、H2PO4

-、Si 濃度が高いこと、土壌の pH、Mg2+、K+、Ca2+濃度が高いことを

報告している。タケが林分に侵入し優占種となった場合に想定される林分の変化は

それほど明らかにはされていない。 

 

2) 竹林におけるリターのケイ酸および表層土壌の可給態ケイ酸含有率 

モウソウチクとマダケはケイ酸集積植物であり高いケイ酸含有率がある（高橋ら 

1981b）。一方、高橋らが測定した広葉樹と針葉樹は全て非ケイ酸集積植物であった

（高橋・三宅 1976b c）。日本の森林における純生産はモウソウチク林で 18.1 t ha-1 

yr-1 (Isagi et al. 1997)、マダケ林で 24.6 t ha-1 yr-1 (Isagi et al. 1993)、

照葉樹林で 18.7～21.6 t ha-1 yr-1 (堤 2004)、24～45年生の針葉樹林で 15.1～18.8 

t ha-1 yr-1 (堤 2004)と報告されている。モウソウチク林とマダケ林の純生産はタ

ケ以外が優占する森林（森林）と比較して同程度かそれ以上である。その上、タケ

はケイ酸含有率が高いため、竹林におけるケイ酸吸収量は、森林より高いことが予

想される。また、モウソウチクやマダケは吸収したケイ酸の大部分を葉に集積させ

（上田・上田 1961）、それがリターとなるため、モウソウチク林やマダケ林では森

林と比較して大量のケイ酸がリター経由で土壌に還元されている可能性がある。植

生による大量のケイ酸の吸収やリターによる還元を受けた竹林土壌では、森林土壌
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と比較して可給態ケイ酸含有率が異なる可能性も考えられる。しかし、これまでに

竹林のリターのケイ酸含有率や含有量、表層土壌の可給態ケイ酸含有率の特性に関

しては明らかにされていないようである。そこで本章では、竹林とそれに隣接する

森林のリターのケイ酸含有率と量、表層土壌の可給態ケイ酸含有率を比較した。 

 

3）竹林におけるリター量の年変動の可能性 

稲垣ら（2007）は、高知のモウソウチク林で調査を行い、1995年のリター量（5.81t 

ha-1 yr-1）は、1994 年（1.10t ha-1 yr-1）より 5 倍以上高いことを報告している。

また、Isagi et al.（1993）は京都のマダケ林で調査を行い、1988 年のリター量

（9.81t ha-1 yr-1）は、1989 年（7.04t ha-1 yr-1）より 1.4 倍高いことを報告して

いる。もし、タケの性質によって、リター量が年変動をするならば、リターに関連

する研究ではその年変動を考慮した測定が必要となることも考えられる。モウソウ

チクやマダケで 2年以上竹林のリターを測定した研究はそれほど存在しない。そこ

で竹林にて約 3年に渡るリター量の測定を行った。 

 

4）竹林土壌の交換性 Mg含有率と交換性 Ca 含有率 

Kelly et al.（1998）は、森林と森林から変えられた牧草地で調査を行い、塩基

飽和度（通常 pH7 の 1N 酢酸アンモニウムによって交換溶出してくる Ca2+、Mg2+、

K+、Na+の総量が陽イオン交換容量に占める割合）が変化したことを報告している。

草本にはケイ酸含有率が高いイネ科も含まれていただろう。竹林土壌でも、森林土

壌と比較して塩基含有率が変動している可能性も考えられる。西田（1987）と

Tanaka et al. (2011)はモウソウチク林と針葉樹林の交換性 Mg、交換性 Caを測定

し、竹林で高い傾向があったことを報告している。しかし、統計分析を伴った竹林

と森林の土壌の交換性 Mg含有率、交換性 Ca 含有率を比較した研究は、これまでに

見当たらない。そこで本章では、竹林と隣接する森林の表層土壌の交換性 Mg 含有

率、交換性 Ca含有率を比較した。 
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5）本章の目的 

 タケが林分に侵入し優占種となった場合に想定される林分の変化を予測するた

め、竹林とそれに隣接する森林のリターのケイ酸含有率と量、表層土壌の可給態ケ

イ酸含有率、交換性 Mg含有率、交換性 Ca含有率を比較した。また、竹林ではリタ

ー量が年変動をする可能性が考えられたため、約 3年に渡るリター量の測定を行っ

た。 

 

2-2 実験材料と方法 

1）試験地 

島根県松江市（年平均気温 14.9°C、平均年降水量 1825mm、標高 16～33ｍ）の

上東川津町（A: 35°29'30"N, 133°05'41"E）と下東川津町（B: 35°29'39"N, 

133°05'11"E）の 2 ヶ所に調査地を設定した（図 2-1）。それぞれの調査地に竹林

(Ab, Bb)と森林(Ae, Bc)のプロットを設置した。各プロットの写真を図 2-2～2-5

に載せた。各プロットの概要を表 2-1～2-3 に示した。胸高断面積合計に占めるタ

ケの胸高断面積合計の割合は、Ab と Bb（竹林）で 89-90％であり、Ae（常緑広葉

樹林）で 9％、Bc（針葉樹林）で 0％であった。Ab と Bb（竹林）では、測定対象

の大部分がタケであった。Ae（常緑広葉樹林）では僅かにタケの侵入が見られた。

Bc（針葉樹林）ではタケの侵入は見られず、胸高直径 (DBH) が 3.5 cm 以上の樹木

は全てスギであった。Ab（竹林）、Ae（常緑広葉樹林）および Bb（竹林）の DBHが

3.5 cm以上の樹木は全て広葉樹であった。各プロットの履歴を表 2-4に示した。 

 

2）リターフォール分析 

リターフォール量 

各プロット内の a～d（図 2-6）の位置に開口部 50cm×50cm のリタートラップ

を計 4基設置し、2004年 4月 14日から 2006 年 3月 26日までリターフォールを



10 

  

月 2回の頻度（14 日と 28日付近）で回収し、それから 2007年 2月 27日までは

月に 1回の頻度（28日付近）で回収した。回収したリターフォールは、60℃で 3

日間乾燥させた後、分類して計量した。2004 年 4 月 14 日から 2005 年 12 月 28

日まで、タケの葉、タケの枝、タケの葉鞘、タケの皮、タケのその他、木本の葉、

木本の枝、木本の繁殖器官、木本のその他、その他の 10区分に分類した。また、

2005 年 12 月 28 日から 2007 年 2 月 27 日までは、タケの葉、タケの枝と葉鞘、

タケの皮、木本の葉、木本の枝、木本の繁殖器官、その他の 7 区分に分類した。

各部位ごとに粉砕してその約 1g を秤量瓶にとり 105℃で 1 日乾燥させて絶乾水

分率を求めた。重量は絶乾基準で表示させた。 

ケイ酸含有率 

2004年 4月 30日から 2005年 8月 12日に回収したサンプルのケイ酸含有率を

測定した。風乾粉砕サンプル 0.50gをケルダールフラスコにとり、水 2ml、濃硫

酸 6ml、過酸化水素 5ml を加え、砂皿を置いたバナーで約 30 分加熱し、分解液

が暗褐色～黒色になったところで加熱を止め、冷却後、過酸化水素 3mlを加えて

加熱し、分解液が透明になるまで加熱した。数時間加熱しても分解液が透明にな

らない場合には、冷却後にさらに過酸化水素を 3ml加えて加熱し、分解液が透明

になるまで加熱した。透明になった分解液は、冷却後に蒸留水を 10ｍl加えて希

釈した（水野・南 1980，水野・今田 1984）。希釈した分解液を濾過し、100ml

メスフラスコを用いて定容した。 

濾過に使用した濾紙を坩堝に入れて、それをマッフル炉により 240℃1 時間、

その後 600℃3 時間加熱して灰化した。デシケーターで放冷後、坩堝を秤量して

ケイ酸量を求めた（日本土壌協会 2001）。リターのケイ酸含有率は次の式で計算

した。 

 ケイ酸含有率（％）＝ 

    秤量されたケイ酸の重量 (g) × 100 / 試料量 (g) 

  林分のリターの加重ケイ酸含有率は次の式で求めた。 
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 林分のリターの加重ケイ酸含有率（％）＝ 

         該当期間の林分のリターのケイ酸含量 / 該当期間のリター量×100 

 

3）土壌分析 

サンプリング 

サンプリングは、2004年 6月 14日、8月 9日、10月 4日、11月 29 日、2005年

4月 28日、5月 29日、6月 28日、7月 25日に行った。A0層を除いた深さ 5cmまで

の表層土壌を図 2-6 に示した各プロットの a～e の 5 箇所の周辺から移植ゴテで採

取した。採取した土壌は当日のうちに 2mmメッシュの篩にかけ細土を得た。 

風乾率と絶乾率 

細土、約 1g を秤量瓶にとり、60℃で 1 日乾燥して風乾率を求め、さらに 105℃

で 1日乾燥させ絶乾率を求めた。重量は絶乾基準で表示させた。 

可給態ケイ酸 

生細土 10g に、1N 酢酸-酢酸ナトリウム緩衝液（pH4.0）を 100ml 加え、時々振

とうしながら 40℃の恒温器内で 5 時間浸出させた。この浸出液を濾過し、はじめ

の数mlを捨てた濾液を可給態ケイ酸の定量に用いた。濾液 10mlをビーカーにとり、

0.6NHCl 5mlおよびモリブデン酸アンモニウム液（102g l-1）5mlを加え、そこに亜

硫酸ナトリウム液 10ml を加えモリブデン青を発色させ、約 10分後に、分光光度計

（U-1000 株式会社日立製作所製）を用いて 700nm での吸光度を読んだ。なお、検

量線用標準液の発色には 0.25NHClを用いた（吉田 1983）。 

交換性 Mgと交換性 Ca 

三角フラスコに生細土を 10g とり、酢酸アンモニウム（77.08g l-1，pH7.0）を

100ml加え、時々振とうしながら 1時間浸出させた。この浸出液を濾過して原子吸

光光度計（ASC-6000 株式会社島津製作所製）により Mg・Ca量を測定した（河田・

小島 1979）。 
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4）統計解析 

タケの葉と鞘のリターの量、タケの葉リターのケイ酸含有率と含有量に対して季

節変動を明らかにするために t検定を行った。2004年度から 2006年度までの葉と

枝＋鞘のリター量の年度の差、竹林と森林の樹木の葉リターのケイ酸含有率の差、

2004年 4月 30日から 2005年 4月 14日までの竹林と森林間のリターのケイ酸含有

率と含有量の差を明らかにするために対のある t検定を行った。表層土壌の可給態

ケイ酸含有率に対して、竹林と森林の差を明らかにするために対のある t検定を行

なった。表層土壌の交換性 Mg 含有率に対して、竹林と森林の差を明らかにするた

め 2元配置分散分析を行なった。B調査地においては 2元配置分散分析の結果、交

互作用が検出されたため、対のある t 検定を行なった。表層土壌の交換性 Ca 含有

率に対して、竹林と森林の差を明らかにするため 2元配置分散分析を行なった。表

層土壌の可給態ケイ酸含有率において、調査地と採取日を要因とする反復測定によ

る 2元配置分散分析を行なった。採取日に有意な効果が認められたため、多重比較

検定（ライアンの方法）を行なった。これらの統計解析には R（R Development Core 

Team 2010）を用いた。 

 

2-3 結果 

1）リター量 

タケの葉と鞘のリター量の季節変動 

竹林プロット（Ab、Bb）のタケの葉と鞘のリター量を図 2-7に示した。両プロッ

トともタケの葉のリター量は、4 月の後半から 6 月までの期間、10 kg ha–1 day–1

を超えた。この期間を本研究では落葉期と呼ぶ。両プロットとも 2004 年 4 月 30

日－6月 28日の葉のリター量（Ab: 17.7－64.4 kg ha–1 day–1; Bb: 23.3－54.1 kg 

ha–1 day–1）は 2004年 7月 14日－2005年 2月 28日（Ab: 1.4－12.0 kg ha–1 day–1; 

Bb: 1.9－23.1 kg ha–1 day–1）より有意に高かった（p < 0.001）。 

両プロットとも、タケの鞘リター量は、6 月から 8月前半まで 2.5 kg ha–1 day–1
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を超えた。両プロットとも 2004 年 6 月 14－8 月 12 日の鞘のリター量（Ab: 2.5－

14.8 kg ha–1 day–1; Bb: 3.2－8.6 kg ha–1 day–1）はそれ以外の期間（2004 年 4 月

30日－5月 29日・2004年 8月 27日－2005年 2月 28日）（Ab: 1.2－0.1 kg ha–1 day–1; 

Bb: 0.1－1.7 kg ha–1 day–1 より有意に高かった（p < 0.001）。両プロットの葉と

鞘のリター量は、季節により有意に変動した。なお、9 月 12 日と 10 月 28 日の葉

のリター量も 10 kg ha–1 day–1を超えた。これは 8 月 30 日、9 月 7日、10月 20日

に襲来した台風の影響である。 

 

各プロットのリター量 

2004年 4月 14日から 2005年 4月 14日までの各プロットのリター量を図 2-8に

示した。なお、9月 12 日、10月 28日、11月 28日はリター量がやや高いが、これ

は最大瞬間風速が 30ｍを超えた強風の影響である。竹林（Ab、Bb）では、4 月 30

日から 6月 29日までのリター量が高く（Ab: 0.61-1.13 t ha-1;Bb: 0.65-1.27 t ha-1）、

その後 2005年 2月（Ab: 0.04 t ha-1）や 3 月（Bb: 0.02 t ha-1）に向けて減少す

る傾向が見られた。常緑広葉樹林 (Ae) では、4月 30日から 5月 14 日までのリタ

ー量が高く（0.77-1.61 t ha-1）、その後 5 月 28日から 11月 29 日まででは強風以

外で 0.14-0.41（t ha-1)のやや低い値をとり、12 月 12 日から 3 月 18 日までは

0.05-0.09（t ha-1)のさらに低い値を取った。針葉樹林 (Bc) では、5月 14日から

7月 28日までは、0.002-0.01（t ha-1)と低く、8月は 0.02-0.03（t ha-1)とやや高

くなり、9 月から 4 月は強風の日などを除くとおおむね 0.04-0.07（t ha-1)の範囲

の値を取った。1 年間の各プロットの総リター量は Ab（モウソウチク林）：7.45、

Ae（常緑広葉樹林）：8.36、Bb（マダケ林）：8.19、Bc（針葉樹林）：3.51 （t ha-1 yr-1）

だった。各プロットの竹由来のリター量は Ab：6.64、Ae：0.42、Bb：7.08、Bc：

0.01（t ha-1 yr-1）だった。各プロットの総リター量に占める竹由来のリター量の

割合は、Ab：89.2、Ae：5.1、Bb：86.5、Bc：0.2（％）だった。 
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タケ由来のリター量の年変動 

竹林（Ab、Bb）における葉と枝＋鞘のリター量の年度による比較を表 2-5に示し

た。モウソウチク林（Ab）において、葉と枝＋鞘ともに 2004年度と 2006年度の値

は 2005年度の値より 2倍以上高かった。また、マダケ林（Bb）において、2004年

度は 2005 年度のより 1.6 倍高い結果となり、2006 年度は 2005 年度のより 1.1 倍

以上高い結果となった。 

Abと Bbのタケの葉と枝＋鞘のリター量の年度比較を図 2-9～2-16 に示した。Ab

において、葉のリター量は 2005 年度より 2004 年度と 2006 年度で有意に高かった

（2004年度と 2005 年度: p < 0.001; 2005年度と 2006年度: p < 0.01）（図 2-9; 

図 2-11）。さらに、枝＋鞘のリター量は 2005 年度より 2004 年度と 2006 年度で有

意に高かった（2004年度と 2005年度: p < 0.001; 2005年度と 2006年度: p < 0.001）

（図 2-10; 図 2-12）。Bb において、葉のリター量は 2005 年度より 2004 年度で有

意に高かった（p < 0.001）（図 2-13）。しかし、Bb の葉のリター量では 2005 年度

と 2006年度の間に有意な差は見られなかった（p > 0.05）（図 2-15）。Bbの枝＋鞘

のリター量において、2004年度と 2006年度は 2005年度より有意に高かった（2004

年度と 2005 年度: p < 0.001; 2005 年度と 2006 年度: p < 0.001）（図 2-14; 図

2-16）。 

 

2）リターのケイ酸含有率 

タケの葉と鞘リターのケイ酸含有率 

竹林プロット（Ab、Bb）のタケの葉と鞘リターのケイ酸含有率を図 2-17 に示し

た。モウソウチク林（Ab）のタケの葉リターのケイ酸含有率は、4 月 30 日－6 月

14 日（20.0－21.9%）で高く、マダケ林（Bb）で、4 月 30 日－7 月 28 日（17.3－

23.4%）で高かった。両プロットとも 8月に含有率の最低値を記録し（Ab: 7.2%; Bb: 

10.7%）、その後、2005 年 6月（Ab: 13.8%; Bb: 19.8%）に向かって値が上昇した。

両プロットとも 2004 年 4月 30日－6月 29日の葉リターのケイ酸含有率（Ab: 9.3
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－21.9%; Bb: 19.6－23.3%）は 2004 年 7 月 13 日－2005 年 2 月 28 日（Ab: 7.2－

11.2%; Bb: 10.7－18.4%）より有意に高かった（Ab: p < 0.05；Bb: p < 0.001)。

両プロットともタケの葉リターのケイ酸含有率は、落葉期で有意に高かった。 

2004 年の鞘リターのケイ酸含有率の最も低い値は Ab で 6.1％（7 月 13 日）、Bb

で 5.1％（5 月 28 日）でその後、両プロットともに上昇した。値のピークは 2005

年 4 月前半だった（Ab: 10.8%; Bb: 13.3%）。その後、両プロットともに 4 月後半

に減少し始めた。 

 

樹木の葉リターのケイ酸含有率 

A 調査地（Ab、Ae）における広葉樹の葉リターのケイ酸含有率を図 2-18 に示し

た。Ab（モウソウチク林）においては、7 月に 4％以上の値を取った。それ以外は

0.6－2.6％の範囲で値が推移した。Ae（常緑広葉樹林）においては、4月や 5月で

4％以上の値を取り、7 月に向けて減少し、8 月に再度 4％以上の値を取り、2 月

（0.6％）に向けて値が下落したのち、値が上昇していった。Ab（モウソウチク林）

と Ae（常緑広葉樹林）の値を比較すると、概ね Ab（モウソウチク林）で低い値を

取った。対のある t 検定で分析した結果、Ab（モウソウチク林）は Ae（常緑広葉

樹林）よりも有意に低かった（p < 0.01）。 

 

林分のリターの加重ケイ酸含有率 

各プロットのリターの加重ケイ酸含有率を図 2-19 に示した。Ab（モウソウチク

林）では、4 月 30 日-5 月 28 日の含有率が高く（17.2-18.2％）、それから 6 月 29

日（7.6％）に向けて値が下がっていった。それから 2005年 4月 14日まで 4.6-8.6

（％）の範囲で値はおおむね横ばいに推移した。Bb（マダケ林）では、4 月 14 日

から 5月 28日まで高かった（19.8-20.1％）。それから 8月 27日に向かって値が下

がり（6.0％）、12月 29日まで値は横ばいに推移した（5.9-8.0％）。その後は上昇

し、2005年 1月 12日-4月 14日の期間では 8.9-12.1％の範囲で横ばいだった。Ae



16 

  

（常緑広葉樹林）では、概して 0.7-4.5（％）の範囲で推移した。Bc（針葉樹林）

では、概して 0.6-3.4（％）で推移した。 

A、B 両調査地内の竹林と森林の値を比較すると、両調査地とも全ての測定にお

いて、竹林の値は森林より高かった。対のある t検定を行った結果、竹林は森林よ

りも有意に高かった（A調査地: p < 0.001; B 調査地: p < 0.001）。 

 

3）リターのケイ酸含有量 

タケの葉と鞘リターのケイ酸含有量 

竹林プロットのタケの葉と鞘リターのケイ酸含有量を図 2-20 に示した。竹林の

タケの葉リターのケイ酸含有量は、2004 年 4 月から 6 月まで 1.5 kg ha–1 day–1を

超えた。7 月 13 日－4 月 14 日の期間での台風が襲来した以外の回収日において、

モウソウチク林（Ab）では、0.13－0.99 kg ha–1 day–1の値を取り、マダケ林（Bb）

で、0.16－1.21 kg ha–1 day–1の値を取った。両プロットとも 2004年 4月 30日－6

月 29 日の葉リターのケイ酸含有量は 2004 年 7 月 13 日－2005 年 2 月 28 日より有

意に高かった（Ab: p < 0.05；Bb: p < 0.01)。 

Abのタケの葉リターのケイ酸含有量は、2005 年 2月 14日－4月 28 日（90日間：

22.4 kg ha-1）より 2004年 7月 13日－9月 27日（90日間：63.9 kg ha-1）で高か

った。2004 年 12 月 12 日－2005 年 4 月 28 日のタケの葉リターのケイ酸含有量は、

モウソウチク林（Ab）よりマダケ林（Bb）で有意に高かった（p < 0.01）。 

 

各プロットのリターのケイ酸含有量 

各プロットのリターのケイ酸含有量を図 2-21 に示した。Ab（モウソウチク林）

では、4月 30日（152.3 kg ha-1）から 5月 14 日（196.5 kg ha-1）に向けて値が上

昇し、それから 8月 27日（12.9 kg ha-1）に向けて値が下がっていった。9月から

11月は強風以外で 9.5-12.0（kg ha-1）の範囲で値は推移し、12月から 3月までは

2.8-7.5（kg ha-1）の範囲で推移し、4月に 10.1（kg ha-1）と上昇した。Bb（マダ
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ケ林）では、4月 30日から 5月 28日まで高い値で推移した（138.7-139.7 kg ha-1）。

それから 6月 14日に上昇し（217.8 kg ha-1）、7月 13日に向かって減少した（27.2 

kg ha-1）。7月から 11 月までは強風以外で概して 10-30（kg ha-1）の範囲で推移し、

12 月から 3 月は概ね 10（kg ha-1）以下で推移し、その後 4 月（14.3 kg ha-1）に

上昇した。Ae（常緑広葉樹林）では 4 月 30 日の値が高かった（61.9 kg ha-1）。そ

の後、5月から 11月まで 3.5-19.7（kg ha-1）の値で推移し、12月から 3月までは

0.5-2.2（kg ha-1）の値で推移し、4月 14日（7.0 kg ha-1）に上昇した。Bc（針葉

樹林）では、5月から 2月まで、強風以外で 0.1-0.8（kg ha-1）の値で推移した。3

月や 4月は値がやや上昇し、1.0-2.2（kg ha-1）の範囲の値を取った。 

A、B両調査地内の竹林と森林の値を比較すると、A調査地では、1 回収日を除い

て、森林より竹林で値が高かった。B調査地では、全ての回収日において、森林よ

り竹林で値が高かった。対のある t検定を行った結果、竹林は森林よりも有意に高

かった（A 調査地: p < 0.01; B 調査地: p < 0.001）。2004 年 4 月 14 日－2005 年

4 月 14 日の期間において、竹林の年間のリターのケイ酸含有量は Ab で 817.82 kg 

ha-1 yr-1、Bb で 1055.08 kg ha-1 yr-1であり、そのうち 80-81％がタケの葉リター

(Ab: 650.73; Bb: 856.95 (kg ha-1 yr-1))によるものだった。 

 

4）表層土壌 

可給態ケイ酸含有率 

表層土壌の可給態ケイ酸含有率を図 2-22 に示した。2004年は、Bc（針葉樹林）

以外で 6月から 8月に向かって値が上昇し、10月から 11月に向かって値が下落し

た。Bc（針葉樹林）では、6 月から 11 月に向かって値が下落していった。全ての

試験区で 10月から 11月に向かって値が下落した。モウソウチク林（Ab）では 2004

年 11月より 2005年 4月で高くなりそれから 6月に向けて下がった。マダケ林（Bb）

では 2005 年 4 月から 5 月に向けて上昇し、それから 6 月に向けて下がった。2005

年のピークの値はモウソウチク林（Ab）で 4月、マダケ林（Bb）で 5 月だった。竹
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林プロット（Ab、Bb）における反復測定による 2元配置分散分析の結果、採取日間

で有意な差が見られ（p < 0.01）、交互作用は見られなかった（p > 0.05）。多重比

較検定を行った結果、11月と 5月、5月と 6月の間で有意な差が見られた（p < 0.05）。

一方、森林（Ae、Bc）では、竹林で見られた変動は見られなかった。 

A、B 両調査地内の竹林と森林の値を比較すると、竹林は森林よりも有意に高か

った（A調査地: p < 0.05; B調査地: p < 0.05）。 

 

交換性 Mg含有率 

 表層土壌の交換性 Mg 含有率を図 2-23 に示した。A、B 両調査地内の竹林と森林

の値を比較すると、両調査地とも森林より竹林で高かった。A 調査地において、2

元配置分散分析を行なった結果、プロット間に有意な効果が認められ（p < 0.001）、

交互作用は検出されなかった（p > 0.05）。B調査地において、2元配置分散分析を

行なった結果、プロット間に有意な効果が認められ（p < 0.001）、交互作用も有意

な効果が認められた（p < 0.05）。そのため B 調査地においては、対のある t 検定

を行った。その結果、竹林は森林よりも有意に高かった（p < 0.05）。 

 

交換性 Ca含有率 

 表層土壌の交換性 Ca 含有率を図 2-24 に示した。A、B 両調査地内の竹林と森林

の値を比較すると、両調査地とも森林より竹林で高かった。2元配置分散分析を行

なった結果、プロット間に有意な効果が認められ（A調査地: p < 0.001; B調査地: 

p < 0.01）、交互作用は検出されなかった（p > 0.05）。竹林は森林よりも有意に高

かった。 

 

2-4考察 

1）リター量 

竹林の年間のリター量 
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 日本において、管理されていない（放置）竹林で年間のリターを測定した研究は

少ない。Isagi et al. (1997）は京都のモウソウチク林で調査を行い、そのリター

量を 7.17（t ha-1 yr-1）と報告している。本研究のモウソウチク林の値、7.45（t ha-1 

yr-1）は、先行研究とほぼ同等であった。また、マダケ林に関しては Isagi et al. 

（1993）が一斉開花した後の林分で調査を行い、9.81 と 7.01（t ha-1 yr-1）と報

告している。本研究のマダケ林の値（8.19 t ha -1 yr-1）は先行研究の値の範囲内

だった。 

 

竹林のリター量の季節変動 

モウソウチク林において、リター量の季節変動の報告がある。渡辺（1983）は京

都にて調査を行い、4月のリター量が突出していたことを報告している。また、豊

田・森（1985）は愛媛にて調査を行い、5月と 6月で年間のリター量の約 55％を占

めたことを報告している。本研究において、モウソウチク林の 4月から 6月の積算

リター量は、年間のリター量の 52％であり、その他の期間（7月－2 月）と比較し

て有意に高かった。また、マダケ林の 4月から 6月の積算リター量は、年間のリタ

ー量の 49％であり、こちらもその他の期間（7月－2月）と比較して有意に高かっ

た（図 2-8）。先行研究や本研究の竹林において、春から初夏にかけてリター量が

高くなった。 

 

タケ由来のリターの量の年変動 

一般に竹林ではタケノコの発生数が多い年、少ない年を 1年ごとに繰り返すこと

が多い（上田 1975）。タケノコの発生数が多い年は出番年、少ない年は非番年と呼

ばれている。出番年・非番年が見られるのは植栽後 5年目以降で、竹林として成熟

期に入ったことを示す（野中 1992）。タケノコの年による収量の差は、タケノコ生

産農家の収入の年による変動をもたらす。森田・浜田（1983）は本数として毎年同

程度の新竹を親竹と仕立てているモウソウチク林では出番年と非番年の差はあま



20 

  

り見られないが、出番年に発旬した竹をより多く親竹に仕立てている竹林では非番

年の発旬量は出番年の 1/7であったことを報告している。これらのことを考慮に入

れると、一般的なモウソウチク林では本数として毎年同程度の新竹が親竹とはなっ

ていないということが考えられる。仮にタケノコの発生数が多い年（出番年）を奇

数年と仮定するならば、次の年の偶数年は非番年となり、この林分では奇数年生ま

れの親竹が多いと仮定できる。モウソウチクやマダケは当年生のタケでは発生した

次の年に、2 年生以上のタケは 2 年に一度、葉を落とす（内村 1974, 野中 1992, 

Kleinhenz and Midmore 2001）。要するに、偶数年に発生したモウソウチクは、葉

替りを奇数年に行い（野中 1992）、裏を返せば、奇数年に発生したモウソウチクは、

葉替りを偶数年に行う。林分の奇数年生まれのタケが多ければ、奇数年より偶数年

のリター量が多くなると推察される。本研究のモウソウチク林において、林分内の

遇数年に発生したタケの個体数より奇数年に発生したタケの個体数が多かったた

め、葉や枝＋鞘のリター量が偶数年で有意に高くなったことが考えられる（図 2-9

～2-12）。またマダケ林においてもモウソウチクと同様のメカニズムで林分内の遇

数年に発生したタケの個体数より奇数年に発生したタケの個体数が多かったため、

枝+鞘で 2005 年度よりも 2004 年度や 2006 年度で有意に高い、また葉で 2005 年度

よりも 2004 年度で有意に高い結果が得られたことが考えられる（図 2-13、2-14、

2-16）。リターによる土壌へのケイ酸の還元量において、モウソウチク林とマダケ

林共に 8割がタケの葉によるものであり、葉のリター量が年によって変動するので

あれば、林分の土壌へのケイ酸の供給量も年により変動することが考えられる。 

Li et al.（1998）は、モウソウチク林で調査を行い、林分の偶数年生まれのタ

ケの個体数が多く、偶数年のタケノコの出現数は奇数年より多いが、遇数年のリタ

ー量は奇数年より少ないことを示している。そのリター量変動の原因を光合成能力

としている。偶数年において、葉の竹に付着している期間が 1年の個体と 2年の個

体の数を比較すると 1 年の方の個体数が多い。葉の付着期間が 2 年の個体より 1

年の個体の方が、より多くの同化産物をタケノコに供給できるため、着葉期間が 1
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年の個体が多い偶数年でタケノコの出現数が多いとしている。野中（1992）は、1886

年に発生したモウソウチクのみで構成される林分にて調査を行い、1887 年のタケ

ノコの発生数は少なく、1888 年のタケノコの発生数は多いことを報告している。

1987 年はタケが発生後 1 年で葉の着葉期間が 1 年にも関わらずタケノコを多く発

生させなかった。この結果は Li et al.（1998）の推察しているように出番年と非

番年の発生の原因を葉の同化産物の生産能力だけでは説明できないことを示唆し

ている。 

 奇数年よりも偶数年の方がリター量が大きいということを明らかにするために

は、数年に渡るリター量の測定を行い、年間のリター量に対して統計分析をかける

べきであった。しかし、本研究においては数年に渡った測定が無いため、年間を通

じたリター量に対して、統計分析をかけ、Ab のタケの葉と枝+鞘で 2005 年度より

も 2004 年度や 2006 年度で有意に高い結果が得られ、Bb のタケの枝+鞘で 2005 年

度よりも 2004年度や 2006年度で有意に高い、また葉で 2005年度よりも 2004年度

で有意に高い結果が得られた。これが起こる背景として、落葉期はもちろん落葉期

以後も偶数年生まれのタケよりも奇数年生まれのタケの方がリター量を落とした

ということを示唆している。このことは落葉期以後、展葉後の葉が落ちやすい可能

性を示している。リター量が年変動するのであれば例えば物質循環のように年間の

リター量が関係する研究を行う際は、リター量の年変動を考慮する必要があるだろ

う。 

 

2）リターのケイ酸含有率および含有量 

タケ由来のリターのケイ酸含有率の季節変動 

植物根により吸収されたケイ酸（H4SiO4）は、地上部に運ばれる（Epstein 1999, 

Ma and Takahashi 2002）。そのケイ酸の大部分は幹や葉といった組織の細胞間や中

で、非晶質（SiO2・nH2O）の形で蓄積される（Sommer et al. 2006, Hodson et al. 

2008）。その非晶質ケイ酸粒子は、ファイトリスやプラントオパールなどと呼ばれ
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る（Hodson et al. 2008, Santos et al. 2012）。一旦、この形で植物体内に蓄積

されると、ケイ酸は樹体内転流をしない（Epstein 1994）。竹類は、生育期間を通

して連続的にケイ酸を葉に蓄積してゆく（金子 1995, Motomura et al. 2002）。本

研究において、落葉期は着葉期間が比較的に長い（約 2年）のケイ酸含有量の高い

葉が多かったため、ケイ酸含有率が高かったと考えられる（図 2-17）。その後、両

プロットとも 8月に含有率の最低値を記録した。8月の回収期間よりも前に着葉期

間が比較的長い葉は落ちきり、リター構成がそれと比較して着葉期間の短い葉とな

ったため、含有率が 8月に最低値を記録したと考えられる。その後、両プロットに

おいて、葉リターのケイ酸含有率は、2004年 8月から 2005年の 6月に向かって上

昇した。生葉のケイ酸含有率は着葉期間の経過とともに上昇するが、この上昇はそ

れを反映させたものと考えられる。 

両プロットとも鞘リターのケイ酸含有率は 4 月後半から落ち始めた（図 2-17）。

2004 年の 5 月（Bb）と 7 月（Ab）に鞘リターのケイ酸含有率の最も低い値を記録

したのち、2005 年 4 月に向かって値は上昇した。鞘もタケの葉と同様のメカニズ

ムで、植物体に付いている時間の経過とともにケイ酸含有率が上昇してゆくと考え

られる。だが、鞘リターのケイ酸含有率が急激に減少した時期（4月）は葉リター

の含有率が急激に減少した時期（Ab: 6 月; Bb: 8 月）より、数ヶ月早かった。ま

た、リター量は鞘リターで 2004 年 6 月に高くなったが、葉リターでは 2004 年 4

月の時点で既に高く、リター量が高くなる時期が異なった（図 2-78）。タケは鞘の

離脱とともに葉の伸張が止まると言われている（野中 1992）。鞘では、4 月から葉

の展葉終了に伴って植物についている時間の短い、ケイ酸含有率の低いものが落ち

始め、6月からは多くの葉が展葉を終了させたことに伴ってリターの量が多くなっ

たと考えられる。 

 

樹木の葉リターのケイ酸含有率 

A調査地において、樹木の葉リターのケイ酸含有率は、Ab（モウソウチク林）で
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Ae（常緑広葉樹林）よりも有意に低かった（図 2-18）。竹林と森林における樹木の

葉のケイ酸含有率の差は、竹林と森林という林分の差により引き起こされた可能性

がある。しかし、樹木の葉リターには様々な樹種が混入していた。Bartoli and 

Souchier（1978）は、樹木の葉でも着葉期間の経過とともにケイ酸含有率が上昇す

ることを報告している。樹種により葉のケイ酸含有率の差があろうし、樹種により、

1 年で葉を落とす種もあれば、4 年で葉を落とす種もあり、樹体に付いている年数

も異なる。そのため本研究における含有率の差が引き起こされた原因は分からなか

った。なお、B調査地において、それぞれのプロットに生育している樹種が広葉樹、

針葉樹と異なるため、Bb（マダケ林）と Bc（針葉樹林）における樹木の葉リター

のケイ酸含有率の比較は行わなかった。 

 

林分のリターの加重ケイ酸含有率 

竹林において、落葉期を迎えたタケの葉のケイ酸含有率は 1年間の中で最も高い

と考えられる。4月から 5月は、ケイ酸含有率の高い葉が大量に落下するため、そ

れを反映してこの時期の加重ケイ酸含有率が高くなったと考えられる。6月になる

とリターに含有率の低い鞘がやや多く混入するため、またタケの葉リター量が減少、

もしくは減少し始めたため、加重ケイ酸含有率が低下し始めたと考えられる。なお

Ae（常緑広葉樹林）では 6 月 14 日に高い値を取った（7.8％）。これは、このプロ

ットにタケが生育しており、この時期にケイ酸含有率の高いタケの葉（22.7％）が

リターに混入したためと考えられる。また、Bc（針葉樹林）では、5月 28 日（6.1％）、

6 月 14 日（5.1％）、3 月 31 日（4.2％）で高かった。5 月 28 日、6 月 14 日では、

それぞれの回収日の全リター量に対する木他の割合が高く、そのケイ酸含有率が

5.4％と比較的高かった。おそらくここにタケ由来のリターが混入していたため、

ケイ酸含有率が高かったと考えられる。 

 

林分のリターのケイ酸含有量の季節変動 
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Ab（モウソウチク林）、Bb（マダケ林）、Ae（常緑広葉樹林）の 3プロットは似た

ようなリターのケイ酸含有量の変動を見せた（図 2-21）。すなわち、春若しくは春

から初夏の含有量が高く、それから急激に下がり 11 月まで横ばいの値を取り、そ

こからさらに濃度を落として 12 月から 3 月まで横ばいの値を取り、4 月に上昇し

た。これらの 3プロットでは、春若しくは春から初夏で葉のリター量も高い。落葉

期を迎え、着葉期間の長いケイ酸含有量の比較的高い葉リターが大量に落下したた

めこの時期のケイ酸含有量が高くなったと考えられる。 

 

竹林と森林のリターのケイ酸含有率と含有量 

A、B 両調査地とも森林（Ae、Bc）よりも竹林（Ab、Bb）でリターの加重ケイ酸

含有率やリターのケイ酸含量は有意に高かった（図 2-19、2-21）。モウソウチクや

マダケはケイ酸集積植物であり、ケイ酸含有率が高い（Ma and Takahashi 2002）。

竹林において、年間の林分のリター量の 89.2％（Ab）86.5％（Bb）はタケ由来で

あった。森林と比較して竹林のリターの加重ケイ酸含有率やケイ酸含有量が高いこ

とはタケのケイ酸含有率の高さと林分のタケ由来のリター量の多さを反映してい

ると考えられる。 

 

3）表層土壌 

可給態ケイ酸含有率の季節変動 

土壌の可給態ケイ酸含有率は、2004年 11 月と比較して、モウソウチク林（Ab）

で 2005年 4月に 2.4 倍高くなり、マダケ林（Bb）では 2005年 5月に 1.7倍高くな

った（図 2-22）。Tanaka et al (2011) は高知県のモウソウチク林にて土壌溶液の

ケイ素濃度を測定し、6月の濃度が上昇することを報告している。そして、その原

因を枯葉（リター）と推察している。本研究でも土壌に供給される葉リターが土壌

の可給態ケイ酸含有率の上昇に影響を与えた可能性を考えた。しかし、Ab の土壌

の可給態ケイ酸含有率が上昇する前の 2004 年 12 月から 2005 年 4 月のリターのケ
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イ酸含有量を見ると、さほど土壌へケイ酸は還元されてはいない（図 2-21）。Ab

の 2005年 2月 14日－4月 28日の 90日間のリターによる土壌へのケイ酸還元量は

2004 年 7 月 13 日－9 月 27 日の 90 日間の還元量より低かった。なおかつ、2 月 14

日－4 月 28 日の期間の気温は、2004 年 7 月 13 日－9 月 27 日の期間の気温より低

い（気象庁 2012）。Abの土壌の可給態ケイ酸含有率において、4月の上昇の主な原

因が、土壌のサンプリングの直前のリターにあるのであれば、2005 年 4 月の直前

よりもケイ酸量が還元されている 2004 年 9 月でも土壌のケイ酸含有率が上昇した

はずである。しかし、2004年 9月の土壌の可給態ケイ酸含有率は 2005 年 4月より

低い。 

土壌の可給態ケイ酸含有率は、2005 年 4 月を除いて Ab（モウソウチク林）は、

Bb（マダケ林）より低い値だった。2004年 12 月 12日－2005年 4月 28日のリター

によるケイ酸還元量を比較すると Abより Bb で有意に高かった。しかし、2005年 4

月の土壌の可給態ケイ酸含有率は、Bbより Ab の方が高かった。以上のことから本

研究の Abにおける 2005年 4月の可給態ケイ酸含有率が高くなった主な原因は直前

に降下したリターとは考えられない。 

土壌溶液のδ30Si の測定から、Ziegler et al.（2005）は表層土壌の溶存ケイ酸

に対して、植物によるケイ酸吸収と土壌に蓄積されているリター中の植物由来のケ

イ酸が主に影響を与える。と主張している。本研究の結果より竹林の葉のリター量

は 4－6 月で有意に高かった。モウソウチクやマダケの新葉の展開は落葉直後であ

る（上田 1968）。モウソウチクのタケノコは 3月下旬から 5月上旬に出現する（室

井 1994）。マダケのタケノコは 5月上旬～中旬に出現する（上田 1975）。地上に出

たタケノコは 50～60 日で成長を終える（内村 2007）。本研究の竹林において、新

葉の展開とタケノコの伸張により、土壌中のケイ酸が植物に吸収されたため、土壌

の可給態ケイ酸含有率が 6月に向かって下落した可能性を考えている。 

 

竹林と森林の可給態ケイ酸含有率 
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表層土壌の可給態ケイ酸含有率は、A、B 両調査地とも森林（Ae、Bc）よりも竹

林（Ab、Bb）で有意に高かった（図 2-22）。本研究の竹林プロットは竹が侵入する

ことにより成立した。両調査地内の森林プロットと竹林プロットは隣接しているた

め元々の可給態ケイ酸含有率は、同じと仮定した。Farmer et al.（2005）はプラ

ントオパール（ファイトリス）は土壌のケイ酸の主要な即座に利用可能なソースで

ありシンクであろうと結論している。本研究において、竹林のリターによる土壌へ

のケイ酸供給量（リターのケイ酸含有量）は森林より有意に大きかった。植生の違

いが、土壌へのケイ酸の供給量（リターのケイ酸含有量）の差をもたらし、土壌の

可給態ケイ酸含有率を上昇させた可能性が考えられる。なお、プラントオパールの

溶解に対しては議論があり（伊藤 2003）、それについては 4章で触れる。 

 

交換性 Mg含有率、交換性 Ca含有率 

表層土壌の交換性 Mg 含有率、交換性 Ca 含有率は A、B 両調査地とも森林（Ae、

Bc）よりも竹林（Ab、Bb）で有意に高かった（図 2-23、2-24）。これについては 4

章で触れる。 

 

2-5結論 

 タケはケイ酸集積植物であり、そのタケが優占した竹林ではリターのケイ酸含有

率や量が大きいことが予想された。また、大量のケイ酸吸収や供給を受ける表層土

壌では可給態ケイ酸含有率が変動している可能性を考えた。さらに、先行研究から

竹林の土壌の交換性 Mg含有率と交換性Ca含有率が森林と比較して変動している可

能性を考えた。そのため、竹林と森林のリターのケイ酸含有率と量および土壌の可

給態ケイ酸含有率、交換性 Mg含有率および交換性 Ca含有率を比較した。また、竹

林のリター量が年変動をする可能性が考えられたため、竹林のリター量を約 3年に

渡り測定した。その結果、以下が得られた。 

1）竹林では森林と比較して林分のリターの加重ケイ酸含有率やケイ酸含有量が有
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意に高かった。 

2）竹林では森林と比較して表層土壌の可給態ケイ酸含有率、交換性 Mg含有率、交

換性 Ca含有率が有意に高かった。 

3）タケの葉と枝＋鞘の年間を通じたリター量はモウソウチク林で奇数年より偶数

年で有意に高かった。マダケ林では2005年度より 2004年度で有意に高かった。

2005年度と 2006 年度では枝＋鞘においてのみ 2006年度で有意に高かった。 

現在、タケがその生育面積を拡大させているがタケの林分への侵入により、林分の

リターのケイ酸含有率および量、表層土壌の可給態ケイ酸含有率、交換性 Mg 含有

率、交換性 Ca含有率が変動する可能性がある。 
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表 2-1 各プロットの概要 1 

試験区 植生 主要構成樹種  傾度 斜面方位 面積(㎡)
Ab 竹林 モウソウチク 18° N 38oW 150

タブノキ
ウラジロガシ

Bb 竹林 マダケ 10° N 16oE 150
Bc 針葉樹林 スギ 15° S 62oE 300

Ae 常緑広葉樹林 12° S 16oW 145

 

 

表 2-2 各プロットの概要 2 

BAa 密度 樹高 DBHb

 (m2 ha-1)   (No. ha-1) (m) (cm)

Ab 4.8 1,067 6.3 6.8

Ae 68.3 2,897 8.2 13.3

Bb 3.4 467 9.0 8.5

Bc 46.2 2,367 12.4 15.6

試験区

樹木

 

 

表 2-3 各プロットの概要 3 

BA
a
に占める

BAa タケ密度 樹高 DBHb タケの割合

 (m2 ha-1)   (No. ha-1) (m) (cm)   (%) 

Ab 46.4 14,867 9.5 5.9 89%

Ae 6.6 2,069 12.6 6.0 9%

Bb 31.7 12,800 10.8 5.3 90%

Bc 0 0 0%

試験区

タケ

 
a BA, 胸高断面積合計. b DBH, 胸高直径. 樹木では DBH が 3.5 cm 以上の個体をタ

ケでは樹高 1.3m以上の個体を測定した. BA に占めるタケの割合は胸高断面積合計

に占めるタケの胸高断面積合計の割合で求めた 
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表 2-4 各プロットの履歴 

試験区 履歴
Ab  もとは畑でソバなどを栽培。1955年以降竹林となった。
Ae  履歴は不明。小規模な常緑広葉樹林。
Bb  もとは畑として利用。1975年頃からタケが侵入し、竹林となった。
Bc  もとは天然アカマツ林で1982年にマツを皆伐し、翌年スギを植栽した。  

 

表 2-5 竹林におけるタケの葉と枝＋鞘のリター量の 2004-2006年度比較 

'04a '05b '05c '06d '04a '05b '05c '06d

葉 （t ha–1） 4.00 1.69 1.82 3.90 4.46 2.73 2.86 3.17

枝と鞘 （t ha–1） 2.13 0.80 0.88 2.11 1.96 1.20 1.24 1.52

Ab （モウソウチク林） Bb （マダケ林） 

 

モウソウチクの落葉期は4月～7月であり(野中 1992), マダケの落葉期は5月～7月である(内村 

1974). 年間の落葉量を比較するにあたり, データは落葉期の前から次の年の落葉期の前のものを

用いることとした. 2005年度と2006年度の比較では2005年2月末-2007年2月末の期間のデータを用

いた. しかし, 2004年度と2005年度の比較においては2004年の2月末から4月前半のデータがないた

め, 2004年4月中旬-2006年の2月末のデータを用いた  

 

a 2004年度の算出期間: 2004年4月14日－2005年2月28日 

b 2005年度の算出期間: 2005年4月14日－2006年2月27日 

c 2005年度の算出期間: 2005年2月28日－2006年2月27日 

d 2006年度の算出期間: 2006年2月27日－2007年2月27日 
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図 2-1 調査地と各プロットの位置 
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図 2-2 モウソウチク林（Ab）     図 2-3 常緑広葉樹林（Ae） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 マダケ林（Bb）          図 2-5 針葉樹林（Bc） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２　各プロット内での各種サンプ
リングなどの位置図．リターフォー
ルは、a～dの位置より回収した．土
壌はa～eの位置より採取した．

 

・a ・b 

・c ・d 

・e 

図 2-6 各プロットのサンプリング位置. リターフォールは a～d の位置から回

収した. 表層土壌は a～eの周辺から採取した 
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図 2-7 竹林プロットのタケの葉と鞘のリター量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 2004年 4月 12日-2005年 4月 14日の各プロットのリター総量 

 

 

 

 

 

Apr May Jun Jul Aug Sep Oct NovDec Jan FebMar Apr May Jun Jul Aug

0

10

20

30

40

50

60

70
 Bb-タケ葉
 Bb-タケ鞘

 Ab-タケ葉
 Ab-タケ鞘

2004                                              2005
 

リ
タ

ー
量

 (
kg

 h
a-

1  d
ay

-
1 )

Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb Mar Apr

0

20

40

60

80

100

120

140

160
 Ab
 Ae
 Bb
 Bc

2004                                                                         2005
 

リ
タ

ー
量

 (
t 

h
a-

1 d
ay

-
1 )



33 

  

 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

Apr Jun Aug Oct Dec Feb

リ
タ

ー
量

（
kg

 h
a

-1
 d

ay
-
1 ）

2004

2005

2004                                                                                               2005
 

図 2-9 2004年度と 2005年度のモウソウチク林（Ab）のタケの葉のリター量 
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図 2-10 2004年度と 2005年度のモウソウチク林（Ab）のタケの枝＋鞘のリター量 
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図 2-11 2005年度と 2006年度のモウソウチク林（Ab）のタケの葉のリター量 
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図 2-12 2005年度と 2006年度のモウソウチク林（Ab）のタケの枝＋鞘のリター量 
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図 2-13 2004年度と 2005年度のマダケ林（Bb）のタケの葉のリター量 
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図 2-14 2004年度と 2005年度のマダケ林（Bb）のタケの枝＋鞘のリター量 
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図 2-15 2005年度と 2006年度のマダケ林（Bb）のタケの葉のリター量 
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図 2-16 2005年度と 2006年度のマダケ林（Bb）のタケの枝＋鞘のリター量 
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図 2-17  竹林プロットのタケの葉と鞘リターのケイ酸含有率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-18 A調査地の樹木の葉リターのケイ酸含有率 
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図 2-19 各プロットのリターの加重ケイ酸含有率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-20 竹林プロットのタケの葉と鞘リターのケイ酸含有量 
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図 2-21 各プロットのリターのケイ酸含有量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-22 表層土壌の可給態ケイ酸含有率. n = 5. 縦棒は標準誤差を示す 
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図 2-23 表層土壌の交換性 Mg含有率. n = 5. 縦棒は標準誤差を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 表層土壌の交換性 Ca含有率. n = 5. 縦棒は標準誤差を示す 
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第 3章 竹林のケイ酸循環 

 

3-1 背景および目的 

1) 森林生態系の物質循環 

森林生態系において、最大のバイオマスを有するのは樹木である。樹木は、主に

炭素、窒素、カルシウムなどのミネラルから構成されている。これらの物質は図

3-1 に示すように森林生態系内のほかの生物や土壌、大気との間を循環している

（全国大学演習林協議会 2006）。森林生態系は、植物体および土壌といった森林生

態系そのものを構成する部位＝コンパートメントと大気および陸水等といった森

林生態系を取り囲むコンパートメントに分けることができる。森林生態系における

物質循環のデータを解析する際にはこれらのコンパートメントの現存量もしくは

コンパートメントの移動量として表すと整理しやすい（全国大学演習林協議会 

2006）。生態系をめぐる物質の循環過程はその種類によって異なる（中村・小池

2005）（図 3-2）。炭素では植生が光合成により大気から CO2を吸収し、その一部を

呼吸により大気へ返す、植生と大気との経路を持つ特徴がある。大気との経路が主

体である炭素に対して、窒素やミネラルは植物－土壌間での循環が主である。窒素

は、生物的窒素固定や脱窒を通じた若干の大気との経路を持つ特徴がある。鉱物の

化学的風化による供給はほとんどないと言われている。一方ミネラルは主要な起源

が母材である特徴を持っている。本章で扱うケイ素（ケイ酸）は図 3-2 (c) の循

環経路をとる。 

 

2) 土壌の可給態ケイ酸の測定を伴った陸上生態系のケイ酸循環 

ケイ素は土壌の風化過程や海へのケイ素流入を通して、グローバルな炭素循環に

重要な役割を果たしている（Conley 2002, Sommer et al. 2006）。海へ投入される

ケイ素の約 80％は川から流入する（Treguer et al. 1995) 。海へ流入するケイ素

の 68-90％は植物由来であり（Derry et al. 2005）、植物はグローバルなケイ素循
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環に大きな影響を与えている（Bansal et al. 2006）。しかし、陸上生態系のケイ

素循環を測定した研究は、数例（Bartoli 1983, Lucas et al. 1993, Alexandre et 

al. 1997, Meunier et al. 1999, Blecker et al. 2006, Gerard et al. 2008）が

行われているのみで、更なる測定が求められている（Conley 2002）。これまで、温

帯において竹林や常緑広葉樹林の陸上生態系のケイ素循環の報告は見当たらない。 

タケはケイ酸集積植物であり、土壌から積極的にケイ酸を吸収する。吸収したケ

イ酸の多くは葉に蓄積され、その葉は生産と脱落を繰り返す。そのため、竹林生態

系では他の樹種が優占する生態系と比較して植生によるケイ酸の吸収と還元が大

きいことが予測される。さらに積極的なケイ酸吸収とリターにより多くのケイ酸の

供給を受ける土壌では、ケイ酸集積植物以外が優占する森林と比較して変化が見ら

れるかもしれない。そこで本研究では竹林とタケ以外の樹種が優占していた森林

（森林）が隣接していた場所にプロットを設置し、土壌、植物体そして落葉落枝（リ

ター）に含まれるケイ酸と土壌、植物体およびリターの間のケイ酸の移動量を測定

し森林と比較することで竹林のケイ酸循環の特性を明らかにすることを目的とし

て調査を行った。 

ケイ素は土壌中で酸素についで 2 番目に多い原子である（図 3-3）。ただ、酸素

との強い親和性のため、自然界ではケイ酸や珪酸塩鉱物として存在する（Ma and 

Takahashi 2002）。ケイ酸は土壌重量の 50-70％を構成している（Ma and Yamaji 

2006）。土壌鉱物の風化は、土壌溶液にケイ酸を放出する（Iler 1979）。pH8 以下

の土壌溶液の中で、ケイ酸はオルトケイ酸（H4SiO4）の形で存在し（Ma and Takahashi 

2002）、植物はこの形でケイ酸（ケイ素）を土壌から吸収する（Epstein 1999）。し

かし、土壌の可給態ケイ酸の測定とともに陸上生態系の植生のケイ酸循環を測定し

た報告は見当たらない。そこで、本研究では土壌の可給態ケイ酸の測定を伴った竹

林、常緑広葉樹林、針葉樹林におけるケイ酸の物質循環を測定した。 

 

3-2 実験材料と方法 
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1）試験地 

2章と同じ試験地で調査を行った（2-2 1）に記載）。 

 

2）毎木調査 

2004 年 4 月 14 日と 16 日に樹高 1.3m 以上の 2 年生以上のタケと胸高直径 3.5cm

以上の木本を対象として毎木調査を行い、胸高直径と樹高を測定した。胸高直径は

直径巻尺で測定し、樹高は測桿とブルメライスで測定した。当年生のタケに関して

は葉の展開が完了した 7月 13日に測定を行なった。 

 

3）地上部現存量 

2004年 11月に竹林（Ab、Bb）では、当年生のタケを 3本と当年生以外のタケを

3本、針葉樹林（Bc）ではスギ、3本を伐倒し、1個体ごとに稈（幹）、枝、葉に分

けて重量を測定した。それぞれの部位の一部を 60℃で 3 日間乾燥させた後に粉砕

してその約 1g を秤量瓶にとり 105℃で 1 日乾燥させて絶乾水分率を求めた。重量

は全て絶乾基準で表示させた。幹（稈）重量、枝重量、葉重量と 2）で測定した胸

高直径を用いて相対成長関係式を作成した。モウソウチクの相対成長関係式は次の

ように求められた。 

Log wS = 2.102 log D + 1.990 (R
2 = 0.9660)  (1) 

Log wB = 1.582 log D + 1.694 (R
2 = 0.8096)  (2) 

Log wL = 1.765 log D + 1.123 (R
2 = 0.5572)  (3) 

wS ：幹（稈）の乾物重 wB：枝の乾物重 wL：葉の乾物重 D：胸高直径  

マダケの相対成長関係式は次のように求められた。 

Log wS = 2.063 log D + 2.051 (R
2 = 0.9462)  (4) 

Log wB = 1.317 log D + 1.562 (R
2 = 0.5875)  (5) 

Log wL = 3.261 log D – 0.169 (R
2 = 0.8758)  (6) 

スギの相対成長関係式は次のように求められた。 
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Log wS = 2.638 log D + 1.449 (R
2 = 0.9783)  (7) 

Log wB = 2.569 log D + 0.577 (R
2 = 0.9917)  (8) 

Log wL = 1.725 log D – 2.072 (R
2 = 0.9985)  (9) 

常緑広葉樹の現存量の推定には、伊勢神宮備林のツバキ林とその付近の常緑混合

林で求められた以下の推定式 （10）～（13）（斉藤ら 1965）を用いた。なお、ヤ

ブツバキ以外の樹木の葉の現存量の推定には（12）式を用い、ヤブツバキの葉の現

存量の推定には（13）式を用いた。 

Log wS = 1.15 log D
2 – 0.184   (10) 

Log wB = 1.46 log D
2 – 2.071   (11) 

Log wL = 1.17 log D
2 – 2.331  (12) 

Log wL = 1.08 log D
2 – 1.917   (13） 

上記（1）～（13）を用いてタケと樹木の現存量の推定を行った。 

 

4）地上部現存量に含まれるケイ酸含有量 

タケとスギは上記 3）で得られた 60℃で 3 日間乾燥させた後に粉砕されたサンプ

ルを用いてケイ酸含有率の測定を行った。広葉樹は、成長錘と高枝切りにより幹、

枝、葉のサンプルを採取し、60℃で 3日間乾燥させた後に粉砕したサンプルを用い

てケイ酸含有率の測定を行った。ケイ酸含有率の測定は 2-2 2）で示す方法で行っ

た。地上部現存量に含まれるケイ酸含有量は、以下の式で求めた。 

現存量に含まれるケイ酸量 ＝ 現存量×ケイ酸含有率 ÷ 100 

 

5）純生産と林分のケイ酸吸収量 

純生産量は(14）式で算出される。 

   ΔPn = ΔY + ΔL + ΔG   (14） 

 ΔPn : 純生産量、ΔY：現存量の増加量、ΔL：リター量、ΔG：植食性動物の摂

食による損失量（被食量）（中村・小池 2005, 全国大学演習林協議会 2006） 
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なおΔG に関しては、一般に極めて小さいものであるので本論文では無視した。

現存量の増加量は次のように求めた。当年生のタケは、稈、枝、葉の現存量、2年

生以上のタケは、稈は肥大成長をしないため、その成長量は無視し、枝と葉はリタ

ーフォール分とした。また、広葉樹の幹の増加量には、以下の推定式 （15）～（17）

（斉藤ら 1965）を用いた。なお、ヤブツバキ以外には（16）式を用い、ヤブツバ

キには（17）式を用いた。 

Log VS = 1.15 log D
2 – 0.692        (15) 

LogΔVS = 1.12 log D
2 – 1.888  (16) 

LogΔVS = 0.832 log D
2 – 1.536  (17) 

VS ：材積、ΔVS ：幹成長量 

スギの幹の増加量は年輪解析により求めた。年輪解析は次のように行った。伐倒

木を 2m ごとに玉切りし、それぞれの材の元口と末口の直径、年輪数、直近 5 年の

年輪の成長幅を測定した。これらの値をもとにスマリアン式を用いて伐倒時の材積

を求め、5年成長幅から 5年前の材積を推定し、材積の差から年平均増加量を推定

した。そして伐倒時の材積と年平均増加量から年間の増加率を求めた。そして蓄積

量に年間の増加率を乗じて年増加量を算出した。木本の枝と葉はリターフォール分

とした。各部位のケイ酸含有率の測定は 6）で示す方法で行った。算出期間は 2004

年 4月 14日から 2005 年 4月 14日とした。 

 

6）リターフォール 

リターフォール量 

2章と同じ測定法で行った（2-2 2）に記載）。なお、リターフォールの回収期間

は、2004年 4月 14 日から 2005年 4月 14日までとした。 

 

ケイ酸含有量とケイ素含有量 

60℃で 3 日間乾燥させた後に粉砕されたサンプルを用いてケイ酸含有率の測定
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を行った。ケイ酸含有率の測定は 2-2 2）で示す方法で行った。ケイ素含有率は、

ケイ酸含有率に 0.467 を乗じて算出した。ケイ酸含有量およびケイ素含有量は、各

部位のリターフォール量とケイ酸含有率またはケイ素含有率を用いて算出した。 

 

7）土壌分析 

サンプリング 

 2005年 8月 2日（B調査地）および 4日（A調査地）にプロットの中央付近の土

壌を 80ｃｍの深さまで掘った。そして A0層を除き、0-5cm、5-10cm、10-20cm、20-30cm、

30-50cm、50‐80cm の各層から、化学分析用土壌を移植ゴテで採取した。さらに、

細土率を求めるために、上述の各層から 400cc 採土円筒を用いて土壌の採取を行っ

た。化学分析用土壌に関しては、当日のうちに 2mmメッシュの篩にかけ細土を得た。 

風乾率と絶乾率 

2章と同じ測定法で行った。（2-2 3）に記載） 

可給態ケイ酸 

2章と同じ測定法で行った。（2-2 3）に記載） 

 

8）生態系内のケイ酸の循環 

 生態系内のケイ酸の循環を現存量（ストック）と移動量（フロー）で示した。植

物体および土壌など、森林生態系そのものを構成する部位は現存量として四角で示

し、現存量間の移動量を矢印で示した。ストックは 1時点での蓄積量を示し、フロ

ーは一定期間の移動量を示した。値は 4）～7）で得られたものを使用した。 

 

3-3 結果 

1）リターによる土壌へのケイ酸（ケイ素）の還元 

表 3-1に各プロットのリターの重量、加重ケイ酸含有率、ケイ酸含有量を示した。

リターのケイ酸含有量は Ab（モウソウチク林）：818、Ae（常緑広葉樹林）：223、
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Bb（マダケ林）：1,055、Bc（針葉樹林）：35 （kg SiO2 ha
-1 yr-1）だった。これら

の値をケイ素に換算するとそれぞれ Ab：382、Ae：104、Bb：493、Bc：16（kg Si ha-1 

yr-1）だった。 

 

2）植生のバイオマスおよびケイ酸の蓄積と吸収 

表 3-3に地上部純生産とそのケイ酸含有率、ケイ酸含有量を示した。各プロット

の植生のケイ酸吸収量は Ab：924、Ae：253、Bb：1,060、Bc：41（kg SiO2 ha
-1 yr-1）

だった（表 3-3）。A 調査地において、Ab（モウソウチク林）の植生の吸収量は Ae

（常緑広葉樹林）より 3.7倍高かった。また B調査地において、Bb（マダケ林）の

植生の吸収量は Bc（針葉樹林）より 26倍高かった。 

 

3）土壌の可給態ケイ酸含有率と量 

表3-4に各プロットの深度 80cmまでの土壌の可給態ケイ酸含有率と量を示した。

図 3-4に 0～80cmまでの土壌の可給態ケイ酸含有率を示した。竹林土壌の可給態ケ

イ酸含有率の推移において、Ab（モウソウチク林）では、最表層（0-5cm）が 66.2

（mg kg-1）と最も高く、その値から下方の 30-50cm（21.8 mg kg-1）へ向かって値

が減少し、50-80cm（33.7 mg kg-1）へ向かって値は上昇した。Ae（常緑広葉樹林）

では、最表層（0-5cm: 96.8 mg kg-1）から 10-20 cm（31.6 mg kg-1）に向けて減少

した。そこから 30-50cm（31.8 mg kg-1）まで概ね横ばいで推移し、50-80cm（51.4 

mg kg-1）へ向かって値が上昇した。Bb（マダケ林）では、最表層（0-5cm）が 124.6

（mg kg-1）と最も低く、その値から下方の 50-80cm（487.1 mg kg-1）へ向かって値

が上昇した。Bc（針葉樹林）では、概ね最表層（0-5cm: 30.4 mg kg-1）から最下層

（50-80cm: 91.4 mg kg-1）に向かって上昇した。 

A 調査地において、深度 80cm までの Ab（モウソウチク林）の可給態ケイ酸スト

ック 195（kg SiO2 ha
-1）は Ae（常緑広葉樹林）239（kg SiO2 ha

-1）と同等だった。

また B調査地においては Bb（マダケ林）の可給態ケイ酸ストック 1,913（kg SiO2 ha
-1）
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は Bc（針葉樹林）550（kg SiO2 ha
-1）より 3.5 倍高かった。 

 

4）植生のケイ酸循環 

  表 3-1～3-4をもとに各プロットのケイ酸循環を図 3-5に示した。Ab（モウソウ

チク林）では土壌の可給態ケイ酸ストックが 195（kg SiO2 ha
-1）、植生のケイ酸吸

収量は 922（kg SiO2 ha
-1 yr-1）、植生のケイ酸ストックが 1,142（kg SiO2 ha

-1）、

リターフォールのケイ酸含有量が 818（kg SiO2 ha
-1 yr-1）であった。Ae（常緑広

葉樹林）では土壌の可給態ケイ酸ストックが 239（kg SiO2 ha
-1）、植生のケイ酸吸

収量は 253（kg SiO2 ha
-1 yr-1）、植生のケイ酸ストックが 1,497（kg SiO2 ha

-1）、

リターフォールのケイ酸含有量が 223（kg SiO2 ha
-1 yr-1）であった。Bb（マダケ

林）では土壌の可給態ケイ酸ストックが 1,913（kg SiO2 ha
-1）、植生のケイ酸吸収

量は 1,060（kg SiO2 ha
-1 yr-1）、植生のケイ酸ストックが 702（kg SiO2 ha

-1）、リ

ターフォールのケイ酸含有量が 1,055（kg SiO2 ha
-1 yr-1）であった。Bc（針葉樹

林）では土壌の可給態ケイ酸ストックが 550（kg SiO2 ha
-1）、植生のケイ酸吸収量

は 41（kg SiO2 ha
-1 yr-1）、植生のケイ酸ストックが 197（kg SiO2 ha

-1）、リターフ

ォールのケイ酸含有量が 35（kg SiO2 ha
-1 yr-1）であった。Ab（モウソウチク林）

において、土壌の可給態ケイ酸ストック（195 kg SiO2 ha
-1）は、植生のケイ酸吸

収量（922 kg SiO2 ha
-1 yr-1）より少なかった（図 3-5）。従って、Ab では 1時点だ

けを見ると植生の年間吸収量を賄えるケイ酸が土壌中に存在しなかった。一方、Bb

（マダケ林）においては土壌の可給態ケイ酸ストック（1,913 kg SiO2 ha
-1）は、

植生の年間吸収量（1,060 kg SiO2 ha
-1 yr-1）を賄うのに十分な量が存在した（図

3-5）。 

 

3-4 考察 

1）リターによる土壌へのケイ素還元 

陸上生態系のケイ素循環において、リターフォールは植生から土壌への最も重要
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なフラックスである（Sommer et al. 2006）。各プロットのリターによる土壌への

ケイ素還元（リターのケイ素含有量）は Ab：382、Ae：104、Bb：493、Bc：16（kg 

Si ha-1 yr-1）だった。温帯でのリターケイ素含有量は、これまでに次のような報

告がある。Bartoli (1983) は、針葉樹林で 5（kg Si ha-1 yr-1）、落葉樹林で 22

（kg Si ha-1 yr-1）と報告している。Gerard et al. (2008) は、針葉樹林で 36.2

（kg Si ha-1 yr-1）、Blecker et al. (2006)は、グレートプレーンズの草地生態系

で 22-67（kg Si ha-1 yr-1）と報告している。Sommer et al. (2006) は温帯湿潤気

候では 0.6-67.4（kg Si ha-1 yr-1）とレビューしている。本試験での竹林（Ab、Bb）

の値はこれまで温帯で測定された中で最も高い値となった。モウソウチクやマダケ

は多年生のケイ素集積植物であるため、これまでに測定された中で最も高くなった

と考えられる。また、常緑広葉樹林（Ae）の値もこれまで温帯で測定された中で最

も高い値となった。Bartoli and Souchier（1978）は、樹木の葉でも着葉期間の経

過とともにケイ素含有率が上昇することを報告している。落葉広葉樹と常緑広葉樹

のケイ素吸収率に差がないのであれば、着葉期間の差から落葉広葉樹林と比較して

常緑広葉樹林のリターのケイ素含有率が高くなることが考えられる。また、常緑広

葉樹と針葉樹でケイ素吸収率に差があれば、両者のリターのケイ素含有率に差が生

ずることが予想される。これまで温帯の常緑広葉樹林での測定報告はないようであ

る。常緑広葉樹林のリターのケイ素含有量について明らかにするためにはさらなる

測定が必要と考えられる。 

 

2）竹林と森林の物質循環の比較 

乾燥、半乾燥気候を除いて、大気から陸上生態系へのケイ酸の降下量は比較的小

さい（Sommer et al. 2006）。湿潤気候にて、降水を通しての年間のケイ酸降下量

の多くの値は 3 kg SiO2 ha
-1 yr-1以下である（Sommer et al. 2006）。Tanaka et al.

（2011）は高知のヒノキ林とモウソウチク林の樹冠流のケイ酸濃度を報告しており、

それぞれ、0.008と 0.07 kg SiO2 ha
-1 yr-1と報告している。ケイ酸の降下量および
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樹幹流による林分へのケイ酸投入は、本調査でのリターによる土壌へのケイ酸供給

（35-1,055 kg SiO2 ha
-1 yr-1）と比較して低い値である。 

A、B 両調査地内において、竹林（Ab、Bb）の植生の吸収量は森林（Ae、Bc）よ

りそれぞれ 3.7倍、26倍高かった。A調査地の竹林（Ab）の土壌の可給態ケイ酸の

ストックの値は森林（Ae）とほぼ同等だった。しかし、B調査地の竹林（Bb）の値

は森林（Bc）より 3.5倍高かった。竹林プロット（Ab、Bb）は竹が侵入することに

より成立した。A、B 両調査地内の竹林と森林は隣接しているため、Ab と Ae、Bb

と Bc それぞれの元々の可給態ケイ酸のストックの値は同じと仮定すると、A 調査

地における竹林（Ab）の森林（Ae）と比較した植生吸収の増分と B調査地における

竹林（Bb）の森林（Bc）と比較した土壌のストックの増分と植生吸収の増分は両竹

林にタケが侵入したあとに供給されたと考えられる。リターのケイ酸含有量におい

て、A 調査地では、竹林（Ab）は森林（Ae）より 2.7 倍高く、B 調査地では、竹林

（Bb）は森林（Bc）より 24.8倍高かった。Alexandre (1997) はリターに含まれて

いたケイ素の 92.5％が 1年以内に溶解したと報告している。また、Fraysse et al.

（2009）は、土壌溶液の中性の pH において、数種の植物から抽出されたプラント

オパールの溶解率は典型的な土壌鉱物より高かったと報告している。Farmer et al.

（2005）は、プラントオパールは土壌の溶存ケイ酸の主要なより早く供給可能なソ

ースでありシンクであろうと結論している。よって本試験での調査時点では竹林で

のリターに含まれるケイ酸は土壌の可給態ケイ酸の重要な供給源となっていたと

考えられる。しかし、Abと Bbの竹林プロットではタケが侵入した際に土壌へ高い

ケイ酸含量を伴ったリターが供給されていたはずはない。土壌溶液中のケイ酸の供

給は主に土壌鉱物の風化やプラントオパールの溶解によってなされる（Alexandre 

et al. 1997, Farmer et al. 2005, Fraysse et al. 2006, Sommer et al. 2006, 

Fraysse et al. 2009）。従って、A調査地における竹林（Ab）の森林（Ae）と比較

した植生吸収の増分と B調査地における竹林（Bb）の森林（Bc）と比較した土壌の

ストックの増分と植生吸収の増分はタケが竹林（Ab、Bb）に侵入したあと土壌鉱物
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の風化からもたらされた可能性が考えられる。 

植物は、土壌溶液の CO2分圧を上昇させることや有機酸の排出を通して珪酸塩鉱

物の風化を高める（Sommer et al. 2006）。珪酸塩鉱物の風化は土壌溶液へケイ酸

の放出をもたらす（Sommer et al. 2006）。杉山・阿江（2000）は、イネ科のリク

トウが土壌鉱物から可溶化したケイ酸を吸収したことを報告している。Blecker at 

al.（2006）は、植物のケイ酸含有率が高い草本が優先する草地での土壌鉱物の溶

解は森林より高いことを報告している。本研究においても、森林と比較して竹林で

土壌鉱物の風化が大きく、それに伴ってケイ酸の土壌溶液への放出が竹林で大きい

可能性が考えられる。竹林では土壌鉱物の風化に伴ったケイ酸の土壌溶液への放出

が大きい故に植生のケイ酸の吸収と還元が高いことも考えられる。 

なお、Lux et al.（2003）はモウソウチクの細根を調査し、そのケイ素（ケイ酸）

含有率を 2.4（5.1）％、蓄積量を 460（984）kg ha-1と試算している。本論文のケ

イ酸循環には細根や地下茎のケイ酸吸収量が含まれていないため、それらを含めた

竹林のケイ酸吸収量は本研究の値よりも大きくなる。  

 

3）土壌の可給態ケイ酸含有率 

自然状態ではケイ酸を含んだ土壌溶液は下方へ向かい移動する（木宮 1991）。B

調査地の竹林（Bb）土壌において、可給態ケイ酸含有率は上層から下層に向かうほ

ど上昇した（表 3-4）。自然状態でのケイ酸の動きを反映してそのような結果が得

られたと考えている。一方、A 調査地の竹林（Ab）土壌においては 0-5cm 層から

30-50cm 層へ向かって値が減少し、50-80cm へ向かって値は上昇した。竹林間で土

壌の可給態ケイ酸含有率の動きに違いが見られた。 

Ab において、土壌の可給態ケイ酸ストックは、植生のケイ酸吸収量の 3 割弱だ

った。一方、Bb においては土壌の可給態ケイ酸ストックは、植生の年間の吸収量

を賄うのに十分な量が存在した。採土円筒で回収した土壌に含まれていたタケの細

根重量において、Abの 0-80cmに対する 0-50cmまでの層位の重量の割合は 99％で、
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細根の大部分が 50cm よりも上層に存在していた。Abでは植生の吸収を十分に賄え

るだけの可給態ケイ酸が土壌に存在しない。細根の存在範囲において、可給化され

たケイ酸が積極的に吸収され、表層から細根の存在する土壌層位に向かって土壌の

可給態ケイ酸含有率が減少した可能性も考えられる。一方、Bb では植生の吸収量

を賄えるだけの土壌の可給態ケイ酸ストックが存在する上に、鉱物風化やリターの

分解によって、可給態ケイ酸が土壌に供給されていたため、可給態ケイ酸含有率が

上層から下層に向かって上昇する動きを示したことも考えられる。自然状態ではケ

イ酸を含んだ土壌溶液は下方へ向かい移動するためタケが地下水のケイ酸濃度の

上昇に影響を与えることも考えられる。 

 

3-5結論 

陸上生態系のケイ酸循環を示した研究は少なく、更なる測定が求められている。

生態系内のケイ酸の循環を考えるにあたり、植物が吸収できる形のケイ酸の土壌の

現存量を提示する必要性を考えた。これまでに土壌の可給態ケイ酸の測定を伴った

ケイ酸循環の測定は見当たらない。そこで本章では竹林、常緑広葉樹林、針葉樹林

の土壌の可給態ケイ酸の測定を伴ったケイ酸循環の測定を提示した。また、竹林で

は森林と比較して植生によるケイ酸の吸収と還元が大きいこと土壌の可給態ケイ

酸が変動していることが予測されたため、土壌、植物体およびリターに含まれるケ

イ酸（ストック）と土壌および植物体の間のケイ酸の移動量（フロー）を測定し竹

林と森林の値を比較した。そして以下の結果を得た。 

1）竹林（Ab、Bb）と常緑広葉樹林（Ae）のリターのケイ酸含有量はこれまで温

帯で測定された中で最も高い値だった。 

2）竹林の植生の吸収量は森林より A調査地で 3.7倍、B調査地で 26倍高く、竹

林の土壌の可給態ケイ酸のストックの値は、A 調査地は森林とほぼ同等であり、

B 調査地は森林より 3.5 倍高かった。また、リターのケイ酸含有量は森林より A

調査地で 2.7倍、B調査地で 24.8倍高かった。A調査地内、B調査地内のタケが
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侵入する前の可給態ケイ酸のストックの値は同じと仮定すると、森林と比較した

増分は鉱物風化からもたらされた可能性が考えられた。竹林では鉱物風化に伴っ

たケイ酸の土壌溶液への放出が大きい故に植生のケイ酸の吸収と還元が高いこ

とも考えられた。
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表 3-1 各プロットのリターの重量、加重ケイ酸含有率およびケイ酸含有量 

Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc
葉 4.13 0.30 4.60 0.01 15.77 18.65 18.64 15.68 650.73 55.49 856.95 1.10
枝 1.34 0.09 1.35 0.00 5.96 7.44 7.31 7.34 79.83 6.45 99.00 0.02
鞘 0.87 0.04 0.65 0.00 6.92 6.63 7.78 8.58 60.30 2.55 50.89 0.04

その他部位 0.31 0.00 0.48 0.00 5.34 0.00 6.70 0.00 16.34 0.00 32.10 0.00

総量 6.64 0.42 7.08 0.01 807.20 64.48 1038.93 1.16

葉 0.45 3.79 0.87 2.99 1.71 3.47 1.73 0.86 7.61 131.71 15.15 25.79
枝 0.11 2.67 0.13 0.24 0.46 0.42 0.31 0.32 0.52 11.22 0.41 0.77

繁殖器官 0.18 0.63 0.06 0.12 0.47 0.46 0.15 1.16 0.83 2.89 0.08 1.38
その他部位 0.07 0.83 0.04 0.16 2.37 1.53 1.28 3.55 1.67 12.72 0.50 5.61

総量 0.80 7.93 1.11 3.50 10.62 158.53 16.15 33.55

総量 7.45 8.36 8.19 3.51 817.82 223.01 1055.08 34.71

樹木

リター重量 (t ha–1　ｙｒ–1) 加重ケイ酸含有率 (%) ケイ酸含有量 (kg ha–1　ｙｒ–1)

タケ
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表 3-2 各プロットの地上部の現存量、ケイ酸含有率およびケイ酸含有量 

Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc
葉 4.56 0.67 2.94 0.00 7.96 10.82 10.82 362.89 72.49 318.07 0.00
枝 11.88 0.83 4.31 0.00 2.50 2.93 2.91 297.26 24.25 125.28 0.00
稈 71.36 10.63 50.94 0.00 0.60 0.43 0.43 426.68 45.72 217.37 0.00

総量 87.80 12.13 58.19 0.00 1086.83 142.46 660.71 0.00

葉 0.83 14.87 0.48 32.38 1.55 1.55 1.55 0.34 12.91 229.87 7.40 108.68
枝 4.29 184.13 3.86 10.81 0.28 0.28 0.28 0.10 11.87 509.71 10.68 10.68
幹 18.29 370.29 14.23 97.43 0.17 0.17 0.17 0.08 30.39 615.39 23.64 77.47

総量 23.41 569.29 18.56 140.62 55.17 1354.97 41.72 196.83

総量 111.21 581.42 76.75 140.62 1142.00 1497.43 702.44 196.83

タケ

樹木

植物体重量 (t ha–1) ケイ酸含有率 (%) ケイ酸含有量 (kg ha–1)
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表 3-3 各プロットの地上部純生産とその加重ケイ酸含有率およびケイ酸含有量 

Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc
葉 4.80 0.30 4.61 0.00 14.63 18.65 18.61 701.48 55.49 858.34 0.00
枝 3.07 0.09 1.41 0.00 3.68 7.44 7.05 113.03 6.45 99.77 0.00

稈 10.00 0.00 0.77 0.00 0.21 0.20 20.73 0.00 1.55 0.00

鞘 0.87 0.04 0.65 0.00 6.92 6.63 7.78 60.30 2.55 50.89 0.00
その他 0.31 0.00 0.48 0.00 5.34 6.70 16.34 0.00 32.10 0.00

総量 19.04 0.42 7.93 0.00 911.87 64.48 1042.64 0.00

葉 0.45 3.79 0.87 2.99 1.71 3.47 1.73 0.86 7.61 131.71 15.15 25.79
枝 0.11 2.67 0.13 0.24 0.46 0.42 0.31 0.32 0.52 11.22 0.41 0.77
幹 0.95 18.31 0.78 9.19 0.17 0.17 0.17 0.08 1.57 30.43 1.29 7.31

繁殖器官 0.18 0.63 0.06 0.12 0.47 0.46 0.15 1.16 0.83 2.89 0.08 1.38

その他 0.07 0.83 0.04 0.16 2.37 1.53 1.28 3.55 1.67 12.72 0.50 5.61

総量 1.75 26.25 1.88 12.69 12.19 188.96 17.44 40.85

総量 20.79 26.67 9.81 12.69 924.06 253.44 1060.08 40.85

樹木

地上部純生産 (t ha–1　yr–1) 加重ケイ酸含有率 (%) ケイ酸含有量 (kg ha–1　yr–1)

タケ
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表 3-4 各プロットの深度 80cm までの土壌の可給態ケイ酸含有率と量

Ab Ae Bb Bc Ab Ae Bb Bc
0–5 66.2 96.8 124.6 30.4 13.9 7.3 51.6 12.4
5–10 50.8 61.3 126.0 52.2 18.2 11.0 56.4 25.8
10–20 30.4 31.6 176.7 47.0 21.2 15.6 163.2 51.3
20–30 26.8 31.7 240.8 68.3 23.9 27.6 207.3 77.8
30–50 21.8 31.8 295.8 76.7 33.8 53.6 481.0 164.6
50–80 33.7 51.4 487.1 91.4 84.2 123.3 953.7 218.2

0–80 195.3 238.6 1913.1 550.1

深さ (cm) 可給態ケイ酸含有率 (mg kg–1) 可給態ケイ酸量 (kg ha–1)
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図 3-1 森林生態系の模式図（全国大学演習林協議会 2006） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 森林における物質循環の経路（全国大学演習林協議会 2006） 

点線で囲んだ部分は土壌中での動きである。 

1：光合成, 2：呼吸, 3：被食, 4：リターフォール, 5：土壌呼吸, 6：流出・侵食, 

7：Ｎ固定（共生）, 8：降水, 降下粉塵, 9：林木による吸収, 10：脱窒, 11：Ｎ

固定（非共生） 
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図 3-3 地殻の化学組成（三枝・木村 2005） 

 

0

10

20

30

40

50

60

70

80
0 100 200 300 400 500 

土
壌

深
度

（
c
m

）

 

図 3-4 0～80cmまでの土壌の可給態ケイ酸含有率 
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Ab （モウソウチク林） Ae （常緑広葉樹林）

Bb （マダケ林） Bc （針葉樹林）

植物体

リターフォール

 

　土壌 　土壌

550

1,913

1,055

吸収 吸収 　リターフォール

1,060 41 35

土壌   　195 土壌   　239

　植物体

702 197

924 818 吸収 　リターフォール

253 223

　植物体 　植物体

1,142

吸収 　リターフォール 1,497

 

図 3-5 各プロットのケイ酸の内部循環. 長方形は 1時点でのケイ酸のストック(kg 

SiO2 ha
-1)を示しており、大きさはストックの量を反映している.矢印は年間のケイ

酸のフロー(kg SiO2 ha
-1 yr-1)を示しており、太さはフローの量を反映している. 土

壌のケイ酸は可給態ケイ酸を示している 
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第 4章 総合考察 

 

1) プラントオパールの溶解 

水溶性ケイ酸（H4SiO4）は土壌中に普遍的に存在し、容易に植物に吸収されるた

め、ケイ酸は土壌に根を下ろしている全ての植物に含まれる（Ma and Takahashi 

2002）。吸収されたケイ酸の大部分は非晶質ケイ酸として植物の細胞の中や間で凝

集される（Sommer et al. 2006, Hodson et al. 2008; Santos et al. 2012）。そ

の凝集された非晶質ケイ酸粒子は、プラントオパール、ファイトリスなどと呼ばれ

る（Hodson et al. 2008, Santos et al. 2012）。プラントオパール（図 4-1,4-2）

は植物の種により形や大きさ、密度が異なり（杉山 2000）、数千年以上も元の形状

を保つとされている（伊藤 2003）。その性質を利用して、考古学の分野などでは、

遺跡土壌などからプラントオパールを抽出し、当時の植生、環境、農耕の推定など

に利用している（杉山 2000）。この分析法はプラントオパール分析と呼ばれている。 

伊藤（2003）は、籾がらや稲わらに由来するケイ酸の施与により水稲に吸収され

たケイ酸が上昇したことを報告している。プラントオパールが考古学等の分野で使

用されていることを考えるとプラントオパールが 1 年から数年という短時間で溶

解することはありえないはずである（伊藤 2003）。伊藤（2003）は、籾がらや稲わ

ら中のケイ酸が植物の生育にプラスに作用する研究報告がある一方で植物体に含

まれていたケイ酸が数千年以上も元の形状を保つことを利用して研究に活用され

ており、両者が成立するメカニズムを難問と表現している。 

Alexandre（1997）は、熱帯林にて、表層から深度 2.15m までの土壌中のプラン

トオパール含量を測定した。表層から深度 2.15m までの土壌中のプラントオパール

含量の総量は、26.6t ha-1だった。この森林でのリターの 1年間のケイ酸含有量は

58-76kg ha-1 yr-1であり、プラントオパールが全く溶解しないと仮定すると、土壌

のこのプラントオパールの量が蓄積されるのにかかる時間は最大で 458 年と試算

している。しかし、一方で土壌からこの土壌の年齢を 19万 5千年から 27 万年と試
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算している。Alexandre（1997）はこの差がプラントオパールの溶解によって生じ

たとしている。また、土壌中のプラントオパール含量は、表層から 50-60cm に向か

うにつれて減少し、そこから深度 2.15mまで概ね横ばいの値を取った（図 4-3-a）。

Blecker at al.（2006）もグレートプレーンズの草地での土壌中のプラントオパー

ル含量を測定し、表層で高く、下層で低くなることを報告している。Alexandre

（1997）はプラントオパールには、安定的なプールと易溶性のプールが存在するこ

とを述べている（図 4-3-b）。プラントオパールには易溶性の部分と難溶性の部分

があり、難溶性の部分が数千年以上にわたり残存するのであろう。Wilding（1967）

は、プラントオパールが少なくても 13,000 年残存していた可能性を示している。

考古学で用いられているプラントオパール分析において、試料（例えば土壌）1g

中のプラントオパールの個数をカウントする。プラントオパールの重量は分析には

関与しない。個々のプラントオパールの易溶性の部分が溶けてもそれぞれの種を特

定できるのであれば、プラントオパールが溶解して植物の生育にプラスに作用する

一方でプラントオパール分析を行える。Meunier et al.（1999）は、植物体と土壌

のプラントオパールを観察し、植物体から抽出したプラントオパールの表面は滑ら

かであったが、土壌から抽出したプラントオパールには、溶解による窪みが生じて

いたと報告している。 

 

2) 土壌鉱物風化と大気中 CO2の吸収 

図 4-4 は、顕生代（カンブリア紀以後、約 5 億 4,200 万年前以降）の大気中 CO2

濃度を示している。図はデボン紀（4.1－3.6億年前）に CO2濃度が減少したことを

示している。生物が陸上に進出する前の陸地の表面はハゲ山に近い状態だったと推

定されている（丸山・磯崎 2007）。陸上の景観が大きく変わったのはデボン紀であ

り、シダ植物が広く繁るようになった。樹高はデボン紀の始めは数 cm であったが

デボン紀後期に 20mを超えるものが出現し、森林が形成された。Berner（1997）は、

GEOCARB モデルを用いてこの図の CO2濃度を推定した。モデルはこのデボン紀での
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CO2濃度の減少の原因の多くは、植物が Ca や Mg を含んだケイ酸塩鉱物の風化を促

進させたことに因ることを示した（Berner 1997）。 

大気中の炭素原子が CaやMgを含んだケイ酸塩鉱物の風化と関連して長期間固定

される過程は次のように説明されている（Berner 1995）。まず、炭素は陸上の植物

により光合成を通じて植物体内へ取り込まれる。固定された炭素は、根およびそれ

に伴う微生物相により、そして枯死した根やリター（葉、枝、枯木など）の分解に

より、有機酸および CO2として土壌中へ移動する。炭素を含む酸はケイ酸塩鉱物を

腐食し、土壌溶液中に重炭酸塩が放出される。例えば、かい長石（anorthite、ア

ノーサイト）の風化は次式で表せる（Sommer et al. 2006）。 

CaAl2Si2O8 + 2CO2 + 8H2O → Ca2+ + 2Al(OH)3 + 2H4SiO4 + 2HCO3
–   (18) 

 Ca、Mg を含むケイ酸塩鉱物の風化は、Ca を含むケイ酸塩鉱物は珪灰石として、

Mg を含むケイ酸塩鉱物はエンスタタイトとして一般化かつ単純化させて以下の式

で把握できる。 

    2CO2＋3H2O＋CaSiO3 → Ca2+＋2HCO3
-＋H4SiO4     （19） 

    2CO2＋3H2O＋MgSiO3 → Mg2+＋2HCO3
-＋H4SiO4     （20）   

ケイ酸塩の風化により生成された HCO3
-は土壌や地下水から河川へ運ばれ、そして

海へ運ばれる。100 年から 10 万年まで、この溶存炭素は海水中に蓄えられる。そ

れより長い時間に対しては、海底堆積物中に、CaCO3 としての埋没により取り除か

れる。この反応は次の式で示せる。 

    Ca2+＋2HCO3
- → CaCO3＋CO2＋H2O            （21） 

なお、玄武岩－海水反応の間に Mg2+との交換で河川により供給される以上の Ca2+が

海洋に加わるため、Mg ケイ酸塩の風化に由来して付加された HCO3
-は CaCO3として

取り除かれうる。 

3章にて、竹林では、森林より土壌鉱物の風化が大きい可能性が考えられた。ま

た、森林と比較して竹林の表層土壌の交換性 Mg 含有率、交換性 Ca含有率は有意に

高かった（2章）。（19）式、（20）式は、風化により交換性 Mgや Caが放出される。
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竹林の土壌鉱物の風化促進作用を反映して竹林土壌の交換性 Mgや Ca含有率が高か

った可能性も考えられる。 

 

3) 表層土壌の可給態ケイ酸含有率上昇の原因 

土壌鉱物の風化作用には、物理的風化作用、化学的風化作用、生物的風化作用が

ある（三枝・木村 2007）。生物的風化作用は、物理的風化作用、化学的風化作用と

複合して起こる。本論文に関わるのは、化学的風化作用と生物的風化作用である。

植物や微生物の呼吸により、土壌中の酸素が消費されて二酸化炭素が放出される。

それが土壌溶液に溶解し、風化反応を助長する。また、植物の根が放出する酸や酵

素など様々な無機、有機物質も化学反応の引き金になる。植物の根は土壌へ有機酸

を放出する（日本土壌肥料学会 1997）。この量は全乾物生産の 30％に達すること

がある。無機養分欠乏（例えば、P、K、Zn、Fe）や嫌気条件のようなストレスによ

って分泌が促進される。例えば、白花ルーピンは P欠乏下で土壌へクエン酸を放出

する。これにより溶解度の低いリン酸カルシウムだけでなく Fe、Mn、Zn などの微

量要素も可給化させる。したがって、Mn、Zn の地上部含有率は P が十分な土壌で

生育した場合よりも P 欠乏下で生育した白花ルーピンの方が高くなる。 

 表層土壌の可給態ケイ酸含有率を見ると全てのプロットで 10月から 11月に濃度

が下がったことから気温は含有率に影響を与えることも考えられる。各サンプリン

グ日の 10日前からの平均気温は、2004年 6月で 20.7℃、8月で 27.7℃、 10月で

21.2℃、 11月で 11.6℃、 2005年 4月で 15.5 ℃、5月で 17.7℃、 6月で 26.2 ℃、

7 月で 26.9℃であった。6 月から 10 月は 20℃を上回った。測定期間の中で、最高

値を記録した 2005年の 4月と 5月は 20℃を下回った。しかし、モウソウチク林で

4 月に、またマダケ林で 5 月に表層土壌の可給態ケイ酸含有率は有意に上昇した。

この 4月と 5月の含有率の上昇には気温以外の要因が存在することが考えられる。 

落葉期はモウソウチクの方が 1 ヶ月早く（内村 1974, 野中 1992）、またタケノ

コの出現時期もモウソウチク林の方が 1 ヶ月早い（上田 1975, 内村 2007）。本研
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究において、2005年の土壌の可給態ケイ酸含有率の最高値は、モウソウチク林（Ab）

で 4月、マダケ林（Bb）で 5月とモウソウチク林で 1ヵ月以上早かった。（図 2-22）。

タケの生育に対して、養分の何かが不足していたため、タケが土壌へ有機酸を放出

した可能性も考えられる。マダケ林（Bb）では、土壌中に年間の植生の吸収量を賄

うのに十分なケイ酸量が存在しているにもかかわらず（3 章）、土壌鉱物から可給

態ケイ酸が放出されたのであれば、不足している養分はケイ酸以外ということも考

えられる。 

  

4) 森林生態系から系外へのケイ素排出 

 珪藻は海のバイオマスの約 50％を占めている（Sommer et al. 2006）。海洋にお

いて、珪藻の生産に対するケイ素の制限は様々なシステムにおいて推測されている

（Ragueneau et al. 2006）。珪藻のバイオマスは地球規模で見ると膨大な量である

ため海洋のケイ素濃度の変化は、結果として C 循環にも大きな影響を及ぼす（廣田

ら 2011）。ケイ素が利用可能である限り珪藻は深海へ炭素の導管として作用する

（Yool and Tyrrell 2003）。海にケイ素が供給されればされるほど海の堆積物にＣ

が排出され、海の堆積物へ炭素が排出される（Yool and Tyrrell 2003）。 

Ziegler et al. (2005) は、土壌溶液と河川水のケイ素濃度を測定した（図 4-6）。

2 万年の年齢の土壌の土壌溶液とその集水域から排出された河川水のケイ素濃度

を見ても、2万年以上の年齢の土壌の土壌溶液とその集水域から排出された河川水

のケイ素濃度を見ても、河川水のケイ素濃度がもたらされるためには土壌の上層と

下層のケイ素が河川水に排出されている。 

海へ流入するケイ素の 68-90％は植物由来であり（Derry et al. 2005）。陸上で

起こっている現象が陸から海へのケイ素の流入に影響を及ぼしている（Gerard et 

al. 2008）。河川水のケイ酸含有率は下層の土壌溶液ではなく、上層の土壌溶液に

大きな影響を及ぼされている（Derry et al. 2005；Ziegler et al. 2005）。竹林

では、表層土壌の可給態ケイ酸含有率が高かった（2 章）。また、マダケ林のみに



 66 

おいてであるが、地下水のケイ酸含有率の上昇の可能性が考えられた（3 章）。竹

林は渓流水のケイ酸濃度に影響を及ぼしている可能性も考えられる。 

 

5）温帯林でのケイ酸循環 

図 4-7にケイ酸循環を示した。これは本研究で得られた値に文献から推定した土

壌の不可給態のケイ酸やケイ酸の降下量などを書き加え、樹木と土壌の間を結ぶ内

部の再循環経路に外界に開いた循環経路を重ねた。降水を通しての年間のケイ酸の

降下量は Sommer et al.(2006）が湿潤気候での多くの値は 3 kg SiO2 ha
-1 yr-1以下

と報告しており、その値を利用した。また、Ma and Yamaji(2006）によれば土壌重

量の 50-70％がケイ酸であり、不可給態のケイ酸はその値を利用した。図 4-7は代

表としてマダケ林を図示した。以下に温帯林でのケイ酸循環について述べる。 

生態系は、大気中から年間 3 kg SiO2 ha
-1 yr-1以下のケイ酸の投入を受ける。土

壌中には不可給態ケイ酸が 3,115～4,361 t SiO2 ha
-1存在した。不可給態ケイ酸の

溶解により、また、プラントオパールの溶解によって可給態ケイ酸は主にもたらさ

れる。可給態ケイ酸のストックは 1,913 kg SiO2 ha
-1であった。ここから植生は年

間 1,059 kg SiO2 ha
-1 yr-1吸収した。植生には 702 kg SiO2 ha

-1のストックが存在

した。マダケ林の測定対象の 9 割がタケであった。タケの地上部は 10－20 年生存

する。また葉の寿命は 2 年である。稈のケイ酸は最大 20 年かけて、また葉は最大

2年かけて蓄積されたものである。地上部のストックはいずれリターとして土壌に

還元される。リターフォールの年間のケイ酸含有量は 1,055 kg SiO2 ha
-1 yr-1であ

った。これは A0 層にまずストックされ、分解を受けて一部は土壌の可給態ケイ酸

のストックとなり、一部はプラントオパールのストックになる。プラントオパール

のストックの一部は分解されて可給態ケイ酸のストックとなり、一部は 1万年以上

ストックされる。可給態ケイ酸のストックは系外へ流出する。表層と下層の可給態

ケイ酸の一部はそれぞれ別のルートで渓流へ流出する。これが温帯林でのケイ酸の

循環経路である。 
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6）今後の課題 

本研究を通じて次のことが考えられた。 

1）タケの林分への侵入により、林分のリターのケイ酸含有率および量、表層土

壌の可給態ケイ酸含有率、交換性 Mg含有率、交換性 Ca含有率が変動する可能性

が考えられた。 

2）竹林では鉱物の風化に伴ったケイ酸の土壌溶液への放出が大きい故に植生の

ケイ酸の吸収と還元が高いことが考えられた。 

ただし、純粋に林分の特徴を明らかにするためには、３つ以上の林分からのデー

タを用いて分析する必要があった。本研究では、モウソウチク林、マダケ林、常

緑広葉樹林、針葉樹林それぞれ 1プロットづつしか作成しておらず、それぞれの

林分の特徴を明らかにするためには、それぞれ 3プロット以上を作成する必要が

ある。 

 

7）おわりに 

 図 4-8 に 1915 年から 2007 年までの日本の竹林の総面積の推移を示した。現在、

タケが生育面積を拡大させていると言われているが、より長いタイムスケールで見

れば今よりも竹林面積が広かった時代があった。竹林は北海道を除いた日本の代償

植生（人が自然植生を破壊したのちに生じたもの）の典型である（宮脇 1977）。竹

林は西南日本では、ヤブツバキ、ネズミモチ、アオキなどが増えて照葉樹林の方向

に進む場合があり、また、関東以北の場合は、アカマツ、コナラ、クリなどが侵入

し、落葉広葉樹林の方向へ進むと思われる場合もある（沼田・岩瀬 2002）。竹林は

一般的には遷移の途中相で人手が加えられなければ安定した方向へ移り変わって

ゆく（沼田・岩瀬 2002）。現在、「今後もタケがその生育面積を拡大させる」と言

われているが、より長いタイムスケールで見れば、竹林は他の樹種で構成される森

林に遷移していくのかもしれない。 
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図 4-1 プラントオパール（イネ）（杉山 2000） 

 

 

図 4-2 プラントオパール（杉山 2000） 
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a b

 

図 4-3 (a) 土壌中のプラントオパールの分布. (b)プラントオパールの 2 つのプ

ールの割合（Alexandre 1997） 

 

 

図 4-4 顕生代の大気中 CO2濃度（Berner 1997） 
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図 4-5 広葉樹林(Bartoli 1983), 針葉樹林(Bartoli 1983), 熱帯雨林(Lucas et al. 

1993), 竹林(Meunier et al. 1999) におけるケイ素循環 (Conley 2002) 
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図 4-6 土壌溶液と河川水のケイ素濃度（Ziegler et al. 2005改変） 

○ 2万年の土壌の土壌溶液のケイ素濃度 

● 2万年以上の土壌の土壌溶液のケイ素濃度 

 火成岩の年齢が 2 万年の集水域から排出された河川水のケイ素濃度 

 火成岩の年齢が 80 万年の集水域から排出された河川水のケイ素濃度 

 火成岩の年齢が 410 万年の集水域から排出された河川水のケイ素濃度 
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図 4-7 マダケ林のケイ酸循環. 長方形は 1 時点でのケイ酸のストック(kg SiO2 

ha-1)を示しており, 矢印は年間のケイ酸のフロー(kg SiO2 ha
-1 yr-1)を示している.

それらの大きさ, 太さはその量を反映させた. ただし、不可給態のケイ酸は可給態

ケイ酸の 1,600倍以上あり, 可給態ケイ酸の約 1,600倍もの長方形をこの場に記述

できなかたため, 図上では不可給態ケイ酸の一部を示した. また、ストックとフロ

ーの量が推定できなかったものは白抜きの長方形と矢印で示した. 点線で囲んだ

部分は土壌中での動きである 
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図 4-8 国内の竹林面積の推移（農林大臣官房統計課編 1936, 農林水産省経済局統計情報

部編 1955, 1966, 1969, 1985, 農林水産省大臣官房統計部編 2009） 
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要旨 

タケはケイ酸含有率が高い植物である。竹林とタケ以外が優占する森林のリター

のケイ酸含有量、表層土壌の可給態ケイ酸含有率を比較することで、竹林の特性が

明らかにできる可能性が考えられた。また、2年以上の竹林のリター量の測定でタ

ケのリター量の年変動をより理解できる可能性が考えた。さらに、陸上生態系のケ

イ酸循環はグローバルな炭素循環に影響を与えているが、陸上生態系のケイ酸循環

を測定した研究は少なく、さらなる研究が求められている。そこで、島根県松江市

内に竹林（モウソウチク林、マダケ林）とそれに隣接する森林（常緑広葉樹林、針

葉樹林）にプロットを設定して約 3年に渡るリター量の測定を行い、約 1年に渡る

リターのケイ酸含有量、表層土壌の可給態ケイ酸含有率、ケイ酸循環を測定した。

竹林のリターのケイ酸含有量と表層土壌の可給態ケイ酸含有率は森林と比較して

有意に高く、タケの葉および枝と鞘のリター量は多くが年変動を示した。また、竹

林や常緑広葉樹林のリターのケイ酸含有量は温帯での先行研究より高い値だった。

本研究ではモウソウチク林、マダケ林、常緑広葉樹林、針葉樹林それぞれ 1プロッ

トしか作成しておらず、それぞれの林分の特性を明らかにするためにはプロット数

を増やして研究を行う必要がある。 
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補遺 植物共生菌を用いた山砂採取跡地におけるセイヨウミヤコグサの定着 

 

1. 背景および目的 

1）山砂採取の現状と問題点 

 日本では、海面の埋め立てや建材などに使用するために山地や丘陵地から砂利や

砂などが採取されてきた。砂採取は大規模な面積で行われることが多く、植生や土

壌を喪失するばかりでなく地形まで大きく改変させ、もとの自然環境に戻すことが

困難である場合が多い。 

千葉県の山砂生産量は他県を圧倒しており、2009 年の産出量は全国の 73％を占

めた（日本砂利協会 2011、図 1）。千葉県中西部の山砂採取場の規模は、すでに採

取が終わった跡地を含めると 3,000haと見られる。山砂の採取は千葉県の砂利採取

法と森林法に基づいた審査を受け開発を開始するとともに開発後の緑化が義務付

けられている。千葉県からは砂利採取跡地等における緑化技術指針（千葉県農林水

産部林務課 2002）が示されている。しかし、現状は山肌をさらした広大な跡地が

広がっている。荒廃裸地は、降雨による土壌侵食および景観の悪化などの問題が懸

念される。遠藤（2005）は、山砂採取跡地は有機物が少なく非常に貧栄養であり、

ヒノキを植栽してもその生育は非常に遅いと報告している。広大な跡地をどのよう

に緑化してゆくかが今後の課題である（佐久間 2002）。 

 

2) 千葉県における山砂の採取、起源および埋蔵 

千葉県中西部では 2000 年頃までに約 6億立方メートル、12億トンの山砂を採取

して首都圏に供給してきた（佐久間 2002）。この山砂の起源は 70万年前～50万年

前の更新世中期に、関東地方西部の足尾山地や秩父山地などから流出した礫が河川

で運搬されて古東京湾の浅海に堆積したことによる（千葉県史料研究財団編 1997）。

その後、この付近は 2,300m も隆起して今日の房総丘陵が出現しその一部が山砂と

して採取されている（佐久間 2002）。山砂を埋蔵する地層は長浜層、市宿層、万田
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野層などがあり上総層群と呼ばれる地層である（千葉県史料研究財団編 1997）。こ

の上総層は礫混じりの中粗粒岩で構成され、東京湾から内陸部へおよそ幅 3km、長

さ 36km にわたって帯状に横たわっており、上総層に沿って山砂採取地が点在して

いる。 

 

3) 植物共生微生物を用いた荒廃地緑化 

 近年、共生菌を用いた緑化や荒廃地修復に関する研究が数例、行われている。AM

菌を利用した緑化工法が化学肥料の削減に有効であるとした試験（久保・河島 

2003）の他、丸本・河野（2001）らは鹿児島県桜島および長崎県雲仙普賢岳の火山

性荒廃地において、AM 菌を利用した土壌侵食防止・緑化試験を行っており、土壌

理化学性や生物性の不良な火山性荒廃地では植物の早期定着や生育促進を行いな

がら土壌侵食を防止するためには AM菌の利用が有効であると報告している。また、

斉藤（2004）は 1991 年に大爆発を起こしたフィリピンのピナツボ火山の火山性噴

出物が堆積した泥流地帯での植生回復過程を調査を報告している。それによるとイ

ネ科のパイオニア植物が AM 菌を増大させ、それが後のマメ科野草の定着を助け、

そのマメ科野草の根粒菌を介した窒素固定がさらなる植生の定着につながること

を報告している。これらの事例は火山性荒廃地の植生回復において根粒菌や AM 菌

などの植物共生菌が重要な役割を持つことを示している。 

 

4) グラウンドカバー植物の利用 

 近年、農地保全の新技術としてグラウンドカバー植物と呼ばれる 1年生および多

年生の草本植物が注目されている（有田・藤井 1998）。グラウンドカバー植物とは

地表面を低く密に覆う植物のことで、主に畦畔や圃場で雑草の抑制や景観形成のた

め利用されている。その他にも地力増進や土壌侵食の防止などの機能も有しており、

山砂採取跡地への植生の定着に対して、最初の草本植生を担う植物としても応用で

きることが考えられる。実際にこのようなグラウンドカバー植物の薄層化を計り、
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緑化資材として応用しようとする研究報告はいくつか行われている。ササ等の根茎

が密生した山野の表土を薄く剥ぎ取り緑化材料として用いる表土マット（梁川ら 

2003）、ジャノヒゲ（和田 1994）、ヘデラやセダム（島野・仲山 1996）のマット植

物が開発されている。また、ハッショウマメやヘアリーベッチなどマメ科のグラウ

ンドカバー植物を栽培した後にトウモロコシやソルガムの作物栽培を行った試験

では、土壌侵食、降雨による表面流出を低減し、雑草の繁茂を抑えるとともに根粒

菌による窒素固定による緑肥としての効果も示し施肥量を減らしても収量は高く

なると報告している（南雲 2007）。以上より地力増進や土壌侵食の防止まで考慮し

た緑化用の植物として、マメ科のグラウンドカバー植物は非常に適しているといえ

る。そこで本研究では緑化用マメ科グラウンドカバー植物として、法面緑化にも広

く利用されるほか、自然火災後の土壌再生に効果を発揮するという報告もあるセイ

ヨウミヤコグサに注目した (伊藤 2008)。 

 

5) 本章の目的 

 荒廃地における植生回復には窒素の確保が必須である（嶋 1992）。マメ科草本で

あるセイヨウミヤコグサは、山砂採取跡地の土着根粒菌と共生でき（伊藤 2008）、

窒素含有率が高くなるため、そのリターによる土壌への窒素供給が期待できる。ま

た、セイヨウミヤコグサは、AM 菌とも共生でき（伊藤 2008）、AM 菌には、宿主植

物へリン、水、微量要素の供給を増大させ、植物生育を促進させる効果が期待でき

る。ただし、セイヨウミヤコグサは外来種のため、土壌改良資材を利用しないと定

着しにくいことも予想される。本研究では、AM 菌、セイヨウミヤコグサ、そして、

土壌改良資材として千葉県のバイオマス系廃棄物のうち最も排出量が多い家畜排

せつ物を原料とした牛ふん堆肥（伊藤 2008）を用い、貧栄養な山砂採取跡地にお

ける、被覆性草本植生の定着と生育そしてその土壌への影響を検討した。 

 

2. 実験材料と方法 
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1) 試験地 

 千葉県君津市にある株式会社デイ･シイ吉野事業所の山砂採取地（北緯 35°18′、

東経 140°05′、標高 40m、図 2）に調査地を設定した。 

 

2) 供試材料 

 セイヨウミヤコグサを供試植物として用いた。また、千葉県農業総合研究センタ

ーより供与していただいた牛ふん堆肥を土壌改良資材として用いた。接種 AM 菌は

出光興産より供与していただいた Glomus sp．を含む市販の AM菌資材を用いた。 

 

3) 試験区 

 試験区として①山砂区、②山砂 AM区、③堆肥区、④堆肥 AM区の 4試験区を設定

した（表 1）。山砂採取跡地の 11m×11m の面積に山砂を盛土し 1m×2m の試験区を

12区作製し、そこへ乱塊法に基づき各 4試験区を 3反復で配置した（図 3）。また、

AM 菌接種区の地下部からの菌糸の伸長による非接種区のコンタミを防止するため

１mの緩衝帯設けた。さらに試験区間の緩衝帯の中央部分に直接的な根や菌糸の接

触を防止するために深さ 25cmのプラスチック製の波板を埋設した。 

 

4) 試験区の作製と試料採取 

 試験区の作製の際に各資材を表層 15cmに混合した。牛ふん堆肥は 10t ha－1、AM

菌資材は出光興産より市販されている「ネギ用 Dr.キンコン」の施用量に合わせて

混合した。ネギ用 Dr.キンコンは苗床に使用する場合、表層 5cmに 500kg～1t ha－1

となるように混合して使用するが、今回試験区を作製するに当たって、1t ha－1 を

採用した。1ha の表層 5cm の体積 500m3を 500t とすると施用量は 1t 500 t－1とな

り重量比 0.2％に換算し土壌に混和した。試験区の作製および播種は 2007 年 4 月

23日に行い、各試験区に資材を混合後セイヨウミヤコグサの種子を 10g m－2となる

ように均一に播種し、山砂を薄くかぶせた後踏みつけた。 
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 現地調査は 2007年 4 月 23日、6月 1日、6月 29日、7月 30日、9月 28日 2008

年 4月 14日、6月 26日、8月 26日、10月 24日、2009年 4月 10日、9 月 30日の

計 11 回行った。試料採取として 2007 年は、4 月 23 日に土壌採取、その他におい

ては被度測定用の写真撮影と植物体生育量と共生菌の関係を調査するためのコア

サンプラーによる表層土壌とコア面積の植物体採取を行った。2008年においては、

写真撮影は全ての調査日で行い、土壌および植物体のサンプリングは 4 月 14 日と

10月 24日のみ行った。2009年は土壌採取のみ行った。土壌のサンプリングは表層

土壌の資材を混合した 15cm の深さまで採取した。土壌の採取には、100mL 容（深

さ 5cm）のコアサンプラー3つを布テープで縦に連結したものを用いた（図 4）。コ

アサンプラーは試験区内で平均的な植物生育がなされている部分を目視で選びハ

ンマーを用いて打ちこんだ。その際打ち込んだコアの面積に生育するセイヨウミヤ

コグサを同時に採取した。採取した試料は 2mmの篩を通して植物体と土壌に分けた。

2007 年 6 月から 7 月に行った 3 回の試料採取は 1 試験区につきコアサンプラー1

個を採取し、2007年 9 月 28日および 2008年の試料採取は、1試験区につきコアサ

ンプラー3個を採取した。 

 

5) 植物体の被度 

被度測定は画像解析ソフトを用いて行った（小島 2001、Peng et.al 2006）。試

験区の写真はデジタルカメラと三脚を用いて高さ 137cmに固定し、毎回同じ地点か

ら同じ角度で撮影した（図 3）。撮影した写真は BMP 形式で植物生育部分を抽出し

た後グレースケール画像に変換し、画像解析ソフト Scion Image for Windows（Scion 

Corporation製）を用いて試験区内に生育するセイヨウミヤコグサの面積の割合を

以下の式より算出し被度とした。 

 

被度 (％) ＝（セイヨウミヤコグサの被覆面積）/（試験区の面積）×100 
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6) 植物体の採取と試料調整 

a) 植物体試料の調整 

2. 4）で採取した植物体を地上部と地下部に分け、試料の調整を行った。地上部

は収穫後すぐに新鮮重を測定した。地下部は流水で十分に洗浄し山砂粒子を落とし

てからキムタオルで水分を十分に除去し、新鮮重の測定および根粒着生の確認を行

った。また、菌根形成率測定のために地下部の一部（新鮮重で 5g程度）を採取し、

その新鮮重を測定してからホルマリン酢酸（FAA）溶液中に固定した。その後、地

上部および地下部は通風乾燥機（SANYO社製 CONVECTION OVEN）を用い 80℃で 48

時間乾燥したのち乾物重を測定した。その際、乾燥に供試した地下部の新鮮重と乾

物重の割合を用いて、以下の式より地下部全体の新鮮重から地下部全体の乾物重を

算出した。 

 

地下部全体の乾物重＝ 

（地下部全体の新鮮重）×（乾燥に供試した地下部乾物重 /  

乾燥に供試した地下部新鮮重）  

 

また地上部は以下に示した式を用いて１㎡当たりの乾物重を算出した。 

 

１㎡当たりの乾物重 (g m－2)＝w×(x/y)×(c/100) 

    w：植物体乾物重 (g) 

  x：試験区の面積 (㎡) 

  y：コアの面積 (㎡) 

  c：被度 (％) 

 

2007 年 9 月 28 日、2008 年の試料は乾物重測定後、地上部および地下部は粉砕機

（Retsch 社製：ミキサーミル  MM200）に 1 分間かけ粉砕し全窒素量、全炭素量、
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全リン量の測定用試料とした。 

 

7) 植物体の炭素、窒素およびリン含有量 

a) 植物体の炭素と窒素の含有量 

 植物体の炭素と窒素の含有量は乾式燃焼法（植物栄養実験法編集委員会編 1990）

を用いて測定した。2. 4)で調整した植物体試料約 100mgをオートサンプラー付 CN

コーダー（柳本製作所製 MT-700）で測定した。検量線には馬尿酸を用い、40～70mg

の範囲で作製した。 

 

b) 植物体のリン含有量 

 リン含有量は植物体試料を乾式灰化後、バナドモリブデン酸法（植物栄養学実験

法編集委員会編 1959）によって比色定量した。2. 4) で調整した植物体試料 0.5g

を磁性るつぼに採り、電気炉（Thomas Science社製 Muffle Furnace）に入れ、350℃

でしばらくおいてから 550℃に加熱し、白色の灰となるまで約 5時間加熱した。放

冷後、試料にごく少量（50～100μL）の超純水を加え、50％塩酸を 0.5mL 添加しホ

ットプレートを用いた 240℃の砂浴で蒸発乾固させた。さらに 50％塩酸 5mLを加え

て 2～3分間加熱した後、超純水 5ｍLを加えて数分間加熱しケイ酸以外の成分を溶

解させてから、50mLにろ過・定容した。灰化させた試料液を 50mLメスフラスコに

8mL採り、超純水を加えて約 35ｍLとしこれにバナドモリブデン酸液を加え撹拌し、

発色させた。その後超純水を加えて 50mL に定容し 5 分以上放置し分光光度計（島

津製作所製 UV－1200V）を用い 420nmの吸光度を測定した。検量線は 0～2.0μgP2O5 

mL－1の範囲で作製した。また、測定に用いた試薬の組成を表 2に示し、次項の式を

用いて算出したリン含有率から植物体のリン含有量を算出した。 

 

植物体リン含有率 (mgP g－1) ＝ 

(x×50)×(y/v)×10－3 / 0.5×(62/142) 
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  v：測定に用いたろ液の量 (mL)  

x：測定液に含まれるリン酸の濃度 (μgP2O5 mL
－1) 

  y：試料を定容した量 (mL) 

 

植物体に存在する窒素およびリンの含有量を吸収量とし、採取面積あたりの吸収量

および１㎡あたりの吸収量を次の式を用いて算出した。 

 

採取面積あたりの吸収量（mgP，mgN）＝リンおよび窒素含有率×ｗ 

 

1㎡あたりの吸収量 (mgP m－2，mgN m－2)＝ 

リンおよび窒素含有率×w×(x/y)×(c/100) 

w：植物体乾物重 (ｇ) 

  x：試験区の面積 (㎡) 

  y：コアの面積 (㎡) 

  c：被度 (％) 

 

8) アーバスキュラー菌根菌の定着 

a) 植物根のトリパンブルー染色 

 AM 菌の定着は菌根形成率によって比較した。植物根は栽培終了後、トリパンブ

ルー染色法（Phillips and Hayman 1970）を用いて染色した。収穫後 FAA 溶液に固

定した根部試料を水道水で洗浄し、底に網を敷いたプラスチック容器に入れた。こ

れに 10％水酸化カリウム溶液約 40mL が入った 50mL ビーカーに浸漬し、根が半透

明になるまで 180℃の砂浴で約 50 分間加熱した。室温まで放冷後、水酸化カリウ

ム水溶液を捨て水道水で 3 回すすいだ。洗浄後、あらかじめ温めておいた 0.1%ト

リパンブルー染色液を約 40mL 入れたビーカーに入れ、180℃の砂浴で 15 分程度加

熱し、試料の染色を行った。放冷後水道水で 2～3 回すすぎ、ラクトグリセロール
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溶液を約 40mL入れたビーカーに入れ、10分加熱し余分なトリパンブルーの脱色を

行った。放冷後、染色根をラクトグリセロール溶液の入ったプラスチックシャーレ

に採り室温で保存した。用いた試薬の組成を表 3に示した。 

 

b) Trouvelot法による菌根形成率 

 菌根形成率の測定は Trouvelot et al.（1986）の方法を用いた。各試験区とも

約 1cm に切断した染色根をスライドガラス上に 10 本ずつ並べ、ラクトグリセロー

ル溶液を数滴落として上にマウントし、もう 1枚のスライドガラスで挟みプレパラ

ートを作製した。プレパラートは 1 試料ごとに 3 枚作成し、1 試料計 30 本になる

ようにした。これを生物顕微鏡で観察（150 倍）し、Trouvelot の基準図（図 5）

に基づき、各根の AM 菌の定着状態を 6 段階（0～5）で評価し、定着部の樹枝状体

の形成状態を 4段階（A0~A3）で評価した。Trouvelot法の計算ソフト（Mycocalc.exe）

を用いて、評価結果から根系における菌根形成頻度、菌根形成強度、菌根定着部の

樹枝状体形成率をそれぞれ求めた。 

 

9) 土壌試料の調整と分析 

2mmの篩を通した試料は湿潤細土としその半分は室温で 1週間風乾し風乾細土と

した。 

a) 土壌水分含量 

 山砂の含水率および含水比は乾熱法（土壌標準分析・測定法編集委員会 1986a）

を用いて測定した。前もって 105℃で乾燥しておいたアルミ秤量缶をデシケーター

内で室温まで放冷後、重量を測定した（a）。続いてアルミ秤量缶に湿潤細土を 5～

10g採り重量を測定し（b）、105℃で 24時間以上乾燥させたあとの重量を測定し（c）、

その減量を水分量とした。風乾細土の場合はガラス秤量缶に 2～3g 採り、105℃で

5時間以上乾燥して重量を測定した。これらの測定した重量から以下の式を用いて

含水率と含水比を算出した。 
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   含水比 (％) ＝ (b－c) / (c－a) ×100 

   含水率 (％) ＝ (b－c) / (b－a) ×100 

a：秤量缶の重量 (g) 

b：湿潤細土の入った秤量缶の重量 (g) 

c：乾燥後の乾土の入った秤量缶の重量 (g) 

 

b) アンモニア態窒素量 

 土壌中のアンモニア態窒素量はニトロプルシッド法（Anderson and Ingram 1989）

を用いて比色定量した。土壌 10gに１M塩化カリウム溶液を 50mL加え 30 分振とう

した後ろ過し、そのろ液を抽出液とし測定に用いた。抽出液 1mL を試験管にとり、

A 液を 5mL 加え混合し 15 分放置した。その後 B 液を 5mL 加え混合し、60 分間整地

した後、分光光度計（島津製作所製 UV-1200V）で 655nm の吸光度を測定した。検

量線は 0～10mg L－1の範囲で作製した。また、用いた試薬の組成を表 4 に示し、ア

ンモニア態窒素量は以下の式を用いて算出した。 

 

アンモニア態窒素量（mgN kg－1乾土）= 

x ×( 50 ＋ v ) × ( 1 / 1000 ) × ( 1000 / f ) 

x：測定液中のアンモニア態窒素濃度 (μgN mL－1) 

v：湿潤細土 10g中の水分量 (mL) 

f：湿潤細土 10g中の乾土重 (g) 

 

c) 硝酸態窒素量 

 土壌中の硝酸態窒素量はヒドラジン還元―ナフチルエチレンジアミン法（林ら 

1997）を用いて比色定量した。抽出液はマグネシウムイオンと水溶性有機物による

発色の阻害を避けるために 10 倍に希釈した。希釈倍率はあらかじめ山砂を用いた

予備実験で検討して決定した。この希釈液を 5mL 正確に試験管に採り、水酸化ナト
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リウム溶液を 1mL 加え混合後、銅試薬（保存液を 500 倍に希釈したもの）を 1mL

加え混合し、次に硫酸ヒドラジン溶液を 1mL加えて混合し 38℃の恒温槽内で 30分

間反応させた。その後 20％アセトン溶液を 1mL 加え混合し反応を停止させ、2分後

にスルファニルアミド試薬を 1mL 加え混合した。約 5 分後に NED･2HCl 試薬を 1mL

加え混合し 20分後に分光光度計（島津製作所製 UV -1200）で 540nmの吸光度を測

定した。検量線は 0～1.0mg L－1の範囲で作製した。また、用いた試薬の組成を表 5

に示し、硝酸態窒素量は以下の式を用いて算出した。 

 

硝酸態窒素量（mgN kg－1乾土）= 

x×10×(50＋v)×(1/1000)×(1000/ f ) 

x：測定液中のアンモニア態窒素濃度 (μgN mL－1) 

v：湿潤細土 10g中の水分量 (mL) 

f：湿潤細土 10g中の乾土重 (g) 

 

d) 可給態リン酸量 

 土壌中の可給態リン酸量はトルオーグ法（土壌標準分析・測定法編集委員会編 

1986）を用いて比色定量した。風乾細土 0.4g を振とうびんに秤量し 1/1000M 硫酸

溶液（pH3）を 80mL 加えて 30 分振とうした後、ろ過しそのろ液を抽出液として用

いた。抽出液 5～40 mL を 50mLメスフラスコに分取し、混合発色液 8mLを加え 50mL

に定容した。混合発色液は 2.5M硫酸 100mLに 4%モリブデン酸アンモニウム液 30mL

を加えて撹拌した後、アスコルビン酸液 60mL と酒石酸アンチモニルカリウム液

10mL を加えて混合したものを 1 日以内に使用した。15 分後、分光光度計（島津製

作所製 UV -1200）で 710nm の吸光度を測定した。検量線は 0～2.0μgP2O5 mL
－1の

範囲で作製した。また、用いた試薬の組成を表 6に示し、可給態リン酸量は以下の

式を用いて算出した。 

可給態リン酸量（mg P2O5 kg
－1乾土）＝ 
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(x×50)×80 /v×10－3×1000 / 0.4×f 

v：測定に用いたろ液の量 (mL) 

x：測定液に含まれるリン酸の濃度 (μgP2O5 mL
－1) 

f：水分補正係数（風乾細土の重量 / 105℃で乾燥した乾土の重量） 

 

e) 全炭素量と全窒素量 

土壌中の全炭素量および全窒素量は乾式燃焼法（土壌環境分析法編集委員会編

1997）を用いて測定した。風乾細土をメノウ乳鉢を用いて微粉砕し 0.5mm の篩を全

通させ風乾細微土とした後、風乾微細土約 500～1000mg をオートサンプラー付 CN

コーダー(柳本製作所：MT-700)で測定した。検量線には馬尿酸を用い、40～70mg

の範囲で作製した。 

 

10) 統計解析 

各測定項目において、それぞれの採取日で試験区を要因とする 1元配置分散分析

を行なった。有意な効果が認められた場合、多重比較検定（Holm の方法）を行な

った。これらの統計解析には R（R Development Core Team 2010）を用いた。 

 

3. 結果 

1) セイヨウミヤコグサの生育と被度 

 被度の結果を図 6 に示した。2007 年において、山砂区と山砂 AM 区では 4 月 23

日から 6 月 29 日まで 2～6％と低い値で推移し、7 月 30 日に 0％になった。一方、

堆肥区と堆肥 AM区では旺盛な生育を示し、山砂区と山砂 AM区よりも高い被度を示

した。堆肥施与区間で比較すると 7 月 30日以降から堆肥 AM区の方で高い被度を示

し、9 月 28 日には堆肥区で約 47％、堆肥 AM 区で約 60％だった。両者に有意な差

はなかった。2008年においては、山砂区と山砂 AM区では新たな個体が発生して定

着した。4 月 14 日では 0.7～0.9％、10 月 24 日は 21～25％と春から秋に向かい被
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度は上昇した。堆肥区と堆肥 AM区では 4月 14 日では 15～18％、8月 26 日は 96～

99％と被度は上昇した。 

 

2）セイヨウミヤコグサの乾物重 

 植物体の生育量として、1㎡当たりの植物体地上部乾物重、植物体地下部乾物重、

植物体乾物重を図 7～9 に示した。2007 年 9 月 30 日の地上部、地下部、植物体の

乾物重は、堆肥施与区間で比較すると堆肥 AM区で有意に高かった。2008 年以降は

堆肥施与区間で有意な差はなかった。 

 

3）セイヨウミヤコグサの炭素含有率および炭素含有量 

セイヨウミヤコグサの地上部、地下部の炭素含有率、地上部、地下部および植物

体の炭素含有量を図 10～14 に示した。堆肥施与区で比較すると、2007 年 9 月 30

日の地上部、地下部の炭素含有率においては、堆肥区と堆肥 AM 区の間で有意な差

は見られなかった（図 10、図 11）。一方、2007 年 9月 30日の地上部、地下部、植

物体炭素含有量においては、堆肥 AM 区で有意に高かった（図 12～14）。2008 年以

降は炭素関連のいずれの結果も堆肥施与区間で有意な差はなかった（図 10～図 14）。 

 

4）セイヨウミヤコグサの窒素含有率および窒素含有量 

セイヨウミヤコグサの地上部、地下部の窒素含有率、地上部、地下部および植物

体の窒素含有量を図 15～19 に示した。堆肥施与区間において、2007 年 9 月 30 日

の地上部、地下部の窒素含有率においては、堆肥 AM 区で有意に高いという結果は

得られなかった（図 15、16）。一方、2007 年 9 月 30 日の地上部、地下部、植物体

窒素含有量においては、堆肥 AM 区で有意に高かった（図 17～19）。2008 年の結果

において、含有率は堆肥 AM区で有意に高いという結果は得られないものの（図 15、

16）地上部地下部の含有量では堆肥 AM 区で高い傾向が見られ（図 17、18）、植物

体乾物重では堆肥 AM区で有意に高かった（図 19）。 
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5）セイヨウミヤコグサのリン含有率およびリン含有量 

セイヨウミヤコグサの地上部、地下部のリン含有率、地上部、地下部および植物

体のリン含有量を図 20～24 に示した。堆肥施与区間において、2007 年 9 月 30 日

の地上部、地下部のリン含有率および地上部のリン含有量においては、堆肥区と堆

肥 AM区の間で有意な差はなかった（図 20～22）。一方、2007年 9月 30 日の地下部

のリン含有量、植物体リン含有量においては、堆肥 AM区で有意に高かった（図 23、

24）。2008年の結果において、含有率と地下部含有量は両者の間で有意な差はなか

ったが（図 20、21、23）、地上部含有量と植物体含有量では堆肥 AM 区が有意に高

かった（図 22、24）。 

 

6）菌根形成強度 

菌根形成強度を図 25 に示した。堆肥施与区間において、2007 年 9 月 30 日では

堆肥区より堆肥 AM 区で有意に高かった。2008 年以降は、堆肥区と堆肥 AM 区の間

で有意な差はなかった。 

 

7）土壌のアンモニア態窒素量 

 土壌のアンモニア態窒素量の結果を図 26 に示した。施工 1 年目では全ての試験

区で有意な差は見られなかった。2008 年と 2009 年の 4月では堆肥施与区と堆肥無

施与区の間で有意な差が見られた。2008年 10月は全ての試験区間で有意な差が見

られず、2009年 9月では堆肥 AM区と堆肥無施与区の間で有意な差が見られた。 

 

8）土壌の硝酸態窒素量 

 土壌中の硝酸態窒素量の結果を図 27 に示した。施工直後で堆肥施与区と堆肥無

施与区の間で有意な差が見られた。2007 年のその後の測定では有意な差は見られ

ず、2008 年 4 月は堆肥施与区と堆肥無施与区の間で有意な差が見られた。2008 年
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10 月では山砂区と堆肥 AM 区の間で有意な差が見られ、山砂区で有意に高かった。

それ以降は全ての試験区間で有意な差は見られなかった。 

 

9）土壌の全炭素量 

土壌中の全炭素量を図 28 に示した。堆肥施与区間において、2007 年 4 月 23 日

から 2009年 4月 10日まで堆肥区と堆肥 AM区の間で有意な差はなかった。しかし、

2009年 9月 30日では堆肥 AM区で有意に高かった。 

 

10）土壌の全窒素量 

土壌中の全窒素量を図 29 に示した。堆肥施与区間において、2007 年 9 月 30 日

と 2009 年 4 月 30 日では堆肥区より堆肥 AM 区で有意に高かった。それ以外の採取

日では両者の間に有意な差はなかった。 

 

11）土壌の可給態リン量 

土壌中の可給態リン量を図 30に示した。施工時に堆肥区より堆肥 AM 区で有意に

高かった。2007年の 6月と 9月で堆肥 AM区と堆肥非施与区で有意な差が見られた、

そのほかの採取日では、全ての試験区で有意な差は見られなかった。 

 

4. 考察 

山砂区と山砂 AM 区のセイヨウミコグサは播種後良好な生育を示さず、2007 年 7

月 30日に枯死した（図 6）。このことからセイヨウミヤコグサの生育には堆肥など

の土壌改良資材が必要であることが明らかとなった。一方、堆肥区と堆肥 AM 区の

セイヨウミヤコグサは播種後、被度を徐々に増加させた（図 6）。両者の被度は有

意な差はないものの、2007年の 7月以降は堆肥 AM区で高い傾向が見られた（図 6）。 

2007年 9月 30日のセイヨウミヤコグサの地上部、地下部および植物体乾物重は

堆肥区より堆肥 AM 区で有意に高かった（図 7～9）。さらに植物体炭素含有量、植
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物体窒素含有量および植物体リン含有量も堆肥区より堆肥 AM 区で有意に高かった

（図 14、19、24）。セイヨウミヤコグサ地上部、地下部の炭素含有率、植物体窒素

含有率および植物体リン含有率は堆肥区より堆肥 AM 区で有意に高いという結果は

得られていないため、炭素含有量、窒素含有量およびリン含有量における堆肥 AM

区の有意な増加は、植物体バイオマスの増加によりもたらされたものと考えられる。 

2007 年 9 月 30 日の菌根形成強度は堆肥区より堆肥 AM 区で有意に高かった（図

25）。堆肥区と比較して堆肥 AM 区のセイヨウミヤコグサの根への AM 菌の定着の差

が植物体乾物重、窒素含有量、炭素含有量、リン含有量の差をもたらした可能性も

考えられる。 

2009 年 9 月 30 日の土壌の全炭素量と全窒素量は、堆肥区より堆肥 AM 区で有意

に高かった（図 28、29）。土壌の全炭素量と全窒素量の増加は AM 菌の接種によっ

てもたらされた可能性も考えられる。 

セイヨウミヤコグサには有機物、窒素、その他養分を土壌へ供給し土壌を肥沃化

させる効果を期待している。AM 菌の接種は土壌への有機物、窒素、その他養分の

土壌への供給を増大させる可能性がある。ただし、施工時（2007年 4月 23日）の

可給態リン量は堆肥区と堆肥 AM 区の間で有意な差が見られた。施工時の土壌の可

給態リン量の差が堆肥施与区間での植物体の乾物重、炭素含量、窒素含量、リン含

量の差をもたらした可能性も否定できない。AM 菌の植物体および土壌への影響を

明らかにするために、今後は AM 菌の土壌への混和方法を検討する必要があると考

えている。また、緑化植物として導入した移入種が逸出して地域の侵略種になり、

在来の植物を駆逐するなど生態系をかく乱する問題が生じている（日本緑化工学会

誌 2002）。導入植物として外来種であるセイヨウミヤコグサを利用したことは、地

域の生態系への影響を考えると好ましいことではない。導入植生の初期構造はその

後の生態遷移に大きく影響する（日本緑化工学会誌 2002）。今後の山砂採取跡地の

植生修復では、その後の生態遷移を念頭においた導入種の検討が必要なのではない

だろうか。 
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5. 結論 

1）山砂採取跡地へのセイヨウミヤコグサの定着には堆肥等の土壌改良資材が必要

であった。 

2）AM菌資材の土壌への混和によりセイヨウミヤコグサの植物体バイオマスが増大

した。 

3）植物体バイオマスの増大は、植物体の炭素量、窒素量、リン量を増大させた。

そのことは土壌への炭素量、窒素量、リン量の供給増大へつながった。 

4）AM菌資材の土壌への混和により土壌の全炭素量、全窒素量が増大につながった。 

5）堆肥施与区のみにおいて、AM菌資材の土壌への混和により施工時の土壌の可給

態リン量が高くなった。よって、本研究の堆肥施与区間で見られた有意差は、土

壌の可給態リン量の差によりもたらされた可能性が否定できない。AM 菌の植物

体および土壌への影響を明らかにするために、AM 菌の土壌への混和方法を検討

する必要があるだろう。
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表 1 試験区の概要 

試験区 概要

  山砂区 　山砂単独

　山砂AM区 　山砂＋AM菌資材（1t ha
-1

：1試験区当たり600g）
*

　堆肥区 　山砂＋牛ふん堆肥（10t ha
-1

：1試験区当たり1.5kg）

　堆肥AM区 　山砂＋牛ふん堆肥（10t ha-1）＋AM菌資材（1t ha-1：1試験区当たり600g）

　木炭+堆肥AM区 　山砂＋スギ炭化物（体積比5％：1試験区当たり15L）+牛ふん堆肥（10t ha-1）+AM菌資材（1t ha-1）  

 

*AM菌資材と牛ふん堆肥はそれぞれ試験区（1m×2m）の表層 15cmに混合した。 
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表 2 植物体リン含有量の測定（乾式灰化およびバナドモリブデン酸法）に用い

た試薬 

 

1) バナドモリブデン酸溶液 

 試薬 試薬量

・硝酸液
　　　　　　　①濃硝酸

330mL

･0.25％メタバナジン酸アンモニウム溶液
　　　　　　　②特級メタバナジン酸アンモニウム

0.25g

・5％モリブデン酸アンモニウム溶液
　　　　　　　③特級モリブデン酸アンモニウム

25g
 

超純水に①を混合し 500ｍL とし、②、③は温水で溶解させ 500mL に定容した。 

できた 3つの試薬を混合しバナドモリブデン酸溶液とした。 

 

 

2) 50％塩酸溶液、リン酸標準液(1000μgP2O5 mL
－1) 

試薬 試薬量

・50％塩酸溶液
　　　　　　　①特級塩酸

250mL

･リン酸標準液
　　　　　　　②特級リン酸カリウム

1.9174g
 

超純水に①を混合し 500ｍLとした。 

105℃で一晩乾燥させた②を超純水に混合し 500ｍLに定容した。 
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表 3 トリパンブルー染色に用いた試薬 

 

1) ホルマリン酢酸（FAA）溶液 

試薬 試薬量

①特級ホルムアルデヒド液（HCHO) 20mL

②特級酢酸 20mL

③エタノール 180mL  
①、②、③を混合した。 

 

 

2) 1％トリパンブルー保存液 

試薬 試薬量

①トリパンブルー(C34H24Na4O14S4) 5g

②ラクトグリセロール溶液 495mL  

①を②に溶解し 500mL とした。 

3) ラクトグリセロール溶液 

試薬 試薬量

①1級乳酸 100mL

②グリセリン 100mL

③イオン交換水 100mL  
①、②、③を混合した。 
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表 4 アンモニア態窒素量（ニトロプルシッド法）の測定に用いた試薬 

 

1) A液 

試薬 試薬量

①サリチル酸ナトリウム 34g

②クエン酸三ナトリウム 25g

③酒石酸ナトリウム二水和物 25g

④ニトロプルシッドナトリウム
　（ペンタシアノニトロシル鉄(Ⅲ)酸ナトリウム二水和物）

0.12g
 

①、②、③を 750mL の超純水に溶かした後、④を加え、溶かした後 1000mL に定

容した。 

 

 

2) B液 

試薬 試薬量

①水酸化ナトリウム 30g

②次亜塩素酸ナトリウム（有効塩素5％） 10mL  

①を 750mLの超純水に溶かし、冷却後、②を加え混合し 1000ｍLに定容した。 

 

 

3) アンモニア態窒素標準液（100μg mL－1） 

試薬 試薬量

①塩化アンモニウム 0.382g

②１M塩化カリウム溶液  

105℃のオーブンで一晩乾燥させた①を②で溶かし 1000ｍLに定容した。 
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表 5 硝酸態窒素量の測定(ヒドラジン還元－ナフチルエチレンジアミン法)に用

いた試薬 

 

1) 水酸化ナトリウム溶液、保存銅試薬、硫酸ヒドラジン溶液、20％アセトン溶

液、NED・2HCl溶液 

試薬 試薬量

・水酸化ナトリウム溶液
　　　　　①水酸化ナトリウム

11g

・保存銅試薬(使用時は500倍に希釈）
　　　　　②硫酸銅(Ⅱ)五水和物

5.4g

・硫酸ヒドラジン溶液
　　　　　③硫酸ヒドラジン

0.275g

・20％アセトン溶液
　　　　　④アセトン

100mL

・NED･2HCl溶液
　　　　　⑤N-1-ナフチルエチレンジアミン2塩酸塩

0.5g
 

①、②、③、④、⑤をそれぞれ超純水に溶かし 500ｍLに定容した。 

 

 

2) スルファニルアミド試薬 

試薬 試薬量

①スルファニルアミド 5g

②濃塩酸 50mL  

①を②と超純水 300mL の混液に溶かし 500mL に定容した。 

 

 

3) 硝酸態窒素標準液（100μg mL－1） 

試薬 試薬量

①特級硝酸カリウム 0.721

②1M塩化カリウム溶液  

105℃のオーブンで一晩乾燥させた①を②で溶解し 1000ｍLに定容した。 
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表 6 可給態リン酸量の測定（トルオーグ法）に用いた試薬 

 

1) 混合発色液 

試薬 試薬量

・５N硫酸
　　　　　①特級硫酸

140mL

・4％モリブデン酸アンモニウム溶液
　　　　　②特級モリブデン酸アンモニウム

40g

・アスコルビン酸液
　　　　　③特級－Lアスコルビン酸

1.76g

・酒石酸アンチモニルカリウム液
　　　　　④特級酒石酸アンチモニルカリウム

0.27g
 

①を超純水に混合し 1000mLとした。（A） 

②を 60℃の温水で溶解後、1000mLとした。（B） 

③を超純水に溶解し 100mLとした。（C） 

④を超純水に溶解し 100mLとした。（D） 

A100ｍLに B30mLを加えて撹拌後、C60mLと D10mLを加えて混合し、混合発色液

とした。 

 

 

2) リン酸標準液（20μgP2O5  mL
－1） 

試薬 試薬量

①特級リン酸カリウム 1.9174g

②超純水 1000mL  

105℃のオーブンで一晩乾燥した①を②に溶解し 1000mL に定容した後、10mL と

り超純水で 500mLに定容した。 
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表 7 交換性陽イオン量および陽イオン交換容量の測定に用いた試薬 

 

1) 1M酢酸アンモニウム溶液（pH7.0） 

試薬 試薬量

①特級酢酸アンモニウム 77.08g

②2Mアンモニア水

③2M酢酸  
①を超純水に溶解した後、マグネットスターラーで撹拌しながら pHを測定し②、

③を用いて pH7.0に調整した。 

 

 

2) 80％エタノール 

試薬 試薬量

①特級エタノール（99.5％） 800mL

②超純水 200mL  

①と②を混合した。 
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図 1 2009年度の県別山砂生産量（日本砂利協会 2011） 
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図 2 試験地の位置*と航空写真** 

*枠は試験区の位置を示す  **Google Earth より引用 

 

２００m２００m

試験地 

千葉県君津市吉野 
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図 3 現地試験における試験区の設置図 
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図 4 コアサンプラーを用いた試料採取法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Trovelot法の基準図 
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図 6 各試験区における被度の経時的変化（n=3） 

 エラーバーは標準誤差を示し、各調査日における同一英文字は多重比較検定によ

り有意差がないことを示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7各試験区におけるセイヨウミヤコグサの地上部乾物重（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す. 
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図 8各試験区におけるセイヨウミヤコグサの地下部乾物重（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す. 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9各試験区におけるセイヨウミヤコグサの乾物重（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す. 
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図 10植物体地上部炭素含有率（ｎ=3）               図 11植物体地下部炭素含有率（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示しは、各試料採取日における       バーは標準誤差を示し、各試料採取日における 

同一英文字は多重比較検定により有意差がない    同一英文字は多重比較検定により有意差がない 

ことを示す。                   ことを示す。 

 

 

 

 

 

 

図 12植物体地上部炭素含有量（ｎ=3）        図 13植物体地下部炭素含有量（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における    バーは標準誤差を示し、各試料採取日における 

同一英文字は多重比較検定により有意差がない    同一英文字は多重比較検定により有意差がない 

ことを示す。                   ことを示す。 

図 14植物体炭素含有量（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料

採取日における同一英文字は多

重比較検定により有意差がない

ことを示す。 
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図 15植物体地上部窒素含有率（ｎ=3）        図 16植物体地下部窒素含有率（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における    バーは標準誤差を示し、各試料採取日における 

同一英文字は多重比較検定により有意差がない    同一英文字は多重比較検定により有意差がない 

ことを示す。                   ことを示す。 

 

 

 

 

 

 

図 17植物体地上部窒素含有量（ｎ=3）        図 18植物体地下部窒素含有量（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における    バーは標準誤差を示し、各試料採取日における 

同一英文字は多重比較検定により有意差がない    同一英文字は多重比較検定により有意差がない 

ことを示す。                   ことを示す。 

 

図 19植物体窒素含有量（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料

採取日における同一英文字は多

重比較検定により有意差がない

ことを示す。 
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図 20植物体地上部リン含有率（ｎ=3）       図 21植物体地下部リン含有率（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における    バーは標準誤差を示し、各試料採取日における 

同一英文字は多重比較検定により有意差がない    同一英文字は多重比較検定により有意差がない 

ことを示す。                   ことを示す。 

 

 

 

 

 

 

図 22植物体地上部リン含有量（ｎ=3）        図 23植物体地下部リン含有量（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における    バーは標準誤差を示し、各試料採取日における 

同一英文字は多重比較検定により有意差がない    同一英文字は多重比較検定により有意差がない 

ことを示す。                   ことを示す。 

 

図 24植物体リン含有量（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料

採取日における同一英文字は多

重比較検定により有意差がない

ことを示す。 
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図 25 各試験区における菌根形成強度の経時変化（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各資料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す。 
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図 26土壌中のアンモニア態窒素量の経時的変化（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27土壌中の硝酸態窒素量の経時的変化（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す。 
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図 28土壌中の全炭素量の経時的変化（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 29土壌中の全窒素量の経時的変化（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す。 
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図 30土壌中の可給態リン量の経時的変化（ｎ=3） 

バーは標準誤差を示し、各試料採取日における同一英文字は多重比較検定により有

意差がないことを示す.
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